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玉川大学 教職課程認定学部・学科（免許校種・免許教科）一覧 

 

・文学部 国語教育学科（中・高 国語）、英語教育学科（中・高 英語） 

・農学部 生産農学科（中・高 理科、高 農業） 

・工学部 情報通信工学科（中・高 数学、高 工業）、ソフトウェアサイエンス学科（中・

高 数学、高 工業）、マネジメントサイエンス学科（中・高 数学）、デザインサイエ

ンス学科（中・高 数学、中 技術、高 工業） 

 ※デザインサイエンス学科は令和 5 年度入学生より設置 

・教育学部 教育学科（幼、小、中 社会、中・高 保健体育、高 地理歴史・公民）、 

教育学科通信教育課程（幼、小、中 社会、高 地理歴史・公民）、乳幼児発達

学科（幼） 

 ※乳幼児発達学科は保育士資格も取得可能 

・芸術学部 音楽学科（中・高 音楽）、アート・デザイン学科（中・高 美術、高 工

芸） 

・大学院 

文学研究科 人間学専攻（中 社会、高 公民）、英語教育専攻（中・高 英語） 

農学研究科 資源生物学専攻（中・高 理科、高 農業） 

工学研究科 機械工学専攻（高 工業）、電子情報工学専攻（中・高 数学、高 工

業） 

教育学研究科 教育学専攻（幼、小）、教職専攻【教職大学院】（小、中 社会・技術、

中・高 国語・英語・理科・数学・音楽・美術・保健体育・保健・家庭、

高 農業・工業・情報・地理歴史・公民・工芸） 

・芸術専攻科 芸術専攻（中・高 音楽・美術） 

 

※学部は一種免許、大学院・芸術専攻科は専修免許 

※ダブル免許プログラム：文学部・農学部・工学部・芸術学部では、中・高一種免許状に

加え、小二種免許状取得が可能。教育学部教育学科では、小一種免許状に加え、中二

種免許状（国語・英語・理科・数学・音楽・美術・技術）、高一種免許状（情報）の取

得が可能。 

 

 

  



 

 
 

大学としての全体評価 

 

玉川大学は、全人教育の理念のもと、これまで学生たちの教育・研究に取り組んでき

ました。とりわけ教員養成においては、全人格を完成させた教師を世に送り出すべく、文

学部・文学研究科、農学部・農学研究科、工学部・工学研究科、教育学部・教育学研究

科、芸術学部・芸術専攻科にて、幼稚園、小学校、中学校、高等学校の教員免許状取得の

ための教職課程を提供しています。 

本学における教員養成では、上述した教育理念に加えて、「子供に慕われ、親たちに敬

われ、同僚に愛せられ、校長に信ぜられよ」という教師訓と、「進みつつある教師のみ人

を教うる権利あり」という教師として生涯学び続けるためのモットーを中核に据えていま

す。教職を志望する学生たちに限らず、教員養成課程を担う我々大学教員も同様に、教師

訓と教師としてのモットーを胸に、日々の教育活動に取り組んでいます。 

創立者・小原國芳は、自著『師道』において、「教育の結論は、教師であります。」と

記しています。そして、「学校の最大最高の宝は実に、優秀なる教師です。」とも述べてい

ます。未来を担う若き世代の教育のために、誠心誠意教職に向き合える教師となることを

本学の学生たちには期待しています。やがて本学を巣立ち、園児、児童、生徒たちのため

に全身全霊で打ち込む教師として教壇に立つ日を夢見る学生たちを、これからも大切に教

え育み、導きつづける手を休めることがないよう、今後も邁進する所存です。 

 

令和 6 年 11 月 

玉川大学 学長  小原 一仁  
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Ⅰ 教職課程の現況及び特色 

  

１ 現況 

(１) 大学名：玉川大学  

(２) 学部名：文学部、農学部、工学部、教育学部、芸術学部 

文学研究科、農学研究科、工学研究科、教育学研究科 

芸術専攻科 

(３) 所在地：東京都町田市玉川学園 6-1-1 

(４) 学生数及び教員数 

（令和 5 年 5 月 1 日現在） 

学生数：（学部） 

     文学部    教職課程履修 405 名／学部全体 532 名 

     農学部    教職課程履修 106 名／学部全体 944 名 

     工学部    教職課程履修 180 名／学部全体 945 名 

     教育学部   教職課程履修 1,295 名／学部全体 1,330 名 

     芸術学部   教職課程履修 113 名／学部全体 972 名 

    （大学院） 

     文学研究科  教職課程履修  4 名／研究科全体 6 名 

     農学研究科  教職課程履修  2 名／研究科全体 30 名 

     工学研究科  教職課程履修  1 名／研究科全体 24 名 

教育学研究科 教職課程履修  51 名／研究科全体 66 名 

   （内 教職大学院 教職課程履修  35 名／研究科全体 35 名） 

    （専攻科） 

     芸術専攻科  教職課程履修  0 名／専攻科全体 1 名 
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教員数：（学部） 

     文学部  教職課程科目担当（教職・教科とも）17 名 

／学部全体 21 名 

     農学部  教職課程科目担当（教職・教科とも）15 名 

／学部全体 47 名 

     工学部  教職課程科目担当（教職・教科とも）25 名 

／学部全体 42 名 

教育学部 教職課程科目担当（教職・教科とも）37 名 

／学部全体 52 名 

芸術学部 教職課程科目担当（教職・教科とも）24 名 

／学部全体 40 名 

    （大学院） 

     文学研究科  教職課程科目担当（教職・教科とも）14 名 

／研究科全体 14 名 

     農学研究科  教職課程科目担当（教職・教科とも）21 名 

／研究科全体 36 名 

     教育学研究科 教職課程科目担当（教職・教科とも）19 名 

／研究科全体 33 名 

     （内 教職大学院 教職課程科目担当（教職・教科とも）11 名 

／研究科全体 11 名） 

    （専攻科） 

     芸術専攻科  教職課程科目担当（教職・教科とも）11 名 

／専攻科全体 11 名 
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 ２ 特色  

本学は「全人教育」を教育理念として掲げ、「真・善・美・聖・健・富」の６つの価値

の調和を追求し、単に知識や技術を修得するのではなく、絶えず新しい知識を主体的に

求める姿勢、もてる知識を正しく使う倫理観を育み、健やかな社会人となるべく教育活

動を展開し、バランスの良い人間形成を行っている。また、本学で得られる学びは多岐

にわたっており、それぞれの専門性を深めることができるだけではなく、専門とは異な

る分野についても学部を横断した学際的な学びが実現できる柔軟なシステムが採られ、

本学の特徴の一つになっている。この恵まれた学習環境のもと、一人の「人」としてし

っかりと自立し、かつ自律できる社会人を育成していくことに努めている。 

教員養成は、5 学部 11 学科（通信教育課程を含む）、大学院 4 研究科、１専攻科におい

て行われており、これまでに 6,000 名以上（通信教育課程を除く）の教員を輩出してき

た。卒業生は全国の教育現場や各自治体の教育行政の現場で、学校長・園長、指導主事

等の役職を担い、教育界のリーダーとして幅広く活躍している。本学の「全人教育」に

よる豊かな人間性を備えた教員は、これまでも高い評価を得ているが、2012 年にはさら

なる「質の高い教員養成」を目指して、「教師教育リサーチセンター」を開設し、学生を

対象とした教員養成にとどまらず、教員を対象とした研究支援にも力を注いでいる（資

料①～⑤）。 

教員養成における特徴として、次の 3 点があげられる。一つは、教員養成における単

位の実質化への取り組みとして、本学で定める半期履修上限 16 単位（CAP 制度）の中

で全学の教職課程カリキュラムを実施していること（資料⑥）。次に、4 年間を通し

て、各段階の目標を定め、教職課程受講者への指導・支援を計画し、教員養成が行われ

ていること。更には、教員養成の質向上に向けた全学体制による教職課程の組織運営

（教師教育リサーチセンターによる全学学生支援と研究活動の推進）がなされているこ

とである（資料⑦～⑧）。 

また、創立 100 周年（2029 年）へ向け、各学部各部署において中長期計画が策定さ

れており、教員養成についても教師教育リサーチセンターを中心に中長期計画を策定し
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た。特に、実践的指導力を向上させ、より質の高い教員養成の実現のため、1 年生から

4 年生まで常に教育現場で実践的指導力を学び、理論と実践の往還を繰り返すことで、

即戦力となる教員の養成を目指し、学校体験活動を単位化して教育実習の単位とするカ

リキュラム改定（令和 6 年度入学生より適用）に着手したことが、令和 5 年度の特徴的

な活動である（資料⑨）。 

 

＜根拠となる資料・データ等＞ 

・資料①：学校法人玉川学園組織機構図（令和 5 年 4 月 1 日版） 

・資料②：玉川大学教師教育リサーチセンター規程 

・資料③：学校法人玉川学園組織規程 

・資料④：令和 5 年度 在籍者数（5 月 1 日現在） 

・資料⑤：令和 5 年度 教職課程受講者数（通学課程） 

・資料⑥：2023 履修ガイド 玉川大学 2023 履修ガイド 

・資料⑦：2023 教職課程受講ガイド 玉川大学 2023 教職課程受講ガイド 

・資料⑧：2023 年度教師教育リサーチセンター（リーフレット） 

・資料⑨：学校での多様な体験活動による理論と実践の往還（リーフレット） 

 

  

https://www.tamagawa.ac.jp/student_guidebook/2023/courses/index.html
https://www.tamagawa.ac.jp/student_guidebook/2023/teacher/index.html
https://www.tamagawa.ac.jp/student_guidebook/2023/teacher/index.html
https://www.tamagawa.ac.jp/student_guidebook/2023/teacher/index.html
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Ⅱ 基準領域ごとの教職課程自己点検・評価 

 

基準領域１ 教職課程に関わる教職員の共通理解に基づく協働的な取り組み 

基準項目１－１ 教職課程教育の目的・目標を共有 

〔現状〕 

本学の教員養成の目標は、創立者・小原國芳の精神を継承した教師像を追求することで

ある。その精神は「玉川教師訓」として現在も継承され、「子供に慕われ、親たちに敬わ

れ、同僚に愛せられ、校長に信ぜられよ」を実践できる教師の育成が、全学の教員養成の

目標として掲げられている（資料⑦～⑧）。 

     この教員養成の目標は、全学の教員養成の支援組織である教師教育リサーチセンターの

入口にも掲示されており、学生、教職員が常に目にしている。また、『教育実習日誌』の

表紙裏（資料１－１－１）をはじめ、教職員の参加する教職関連の会議体や、学生の出席

するガイダンス、講座等の資料にも多く掲載され、教職員・学生に周知されている。 

     さらに、各学部学科のディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシーにも教員養成に

関する目的・目標が明確に示されている（資料⑥）。 

〔優れた取組〕 

・本学が目指す教師像による目標の明確化 

本学の教員養成の目的・目標である「教師像」を「玉川教師訓」として示し、「玉川教

師訓」を実践できる教員を養成している。さらに具体的な力量を次のように示している。 

1．確かな学力と健やかな体を育てる「学習指導力」 

2．豊かな心を育て自己実現を図る「幼児・児童・生徒指導力」 

3．ともに高めあうクラスをつくる「学級経営力」 

4．新たな学校づくりを推進する「協働力」 

〔改善の方向性・課題〕 

目的・目標について、様々な会議や、学生への提供資料の中に掲載しているが周知の状

況・理解度の確認ができていない。教職課程関連のガイダンスの時間的制約もあり、目指
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す「教師像」について詳細な内容まで踏み込むことができない状況にある。昨年度の本報

告において、「この課題についての今後の方向性として、教職員、教職課程履修学生とも

に確実な共有・理解を図るため、常に持つことができる本学における教員養成の目的・目

標を詳細に示した教職課程ハンドブックのようなものを作成し、関係者全員に配布するこ

とも検討したい」としていた件について、以下の 2 点について対応した。 

・「2023 教職課程受講ガイド」の冊子版および Web 版への記載より、令和 5 年度入学生

および在籍する教職員全員に周知（資料⑦） 

・インスタグラムによる広報。令和 6 年 10 月末現在、フォロワー数は約 800 名（資料

１－１－２） 

今後も引き続きさらなる広報・周知に努めたい。 

 

＜根拠となる資料・データ等＞ 

・資料１－１－１：教育実習日誌（表紙裏） 

・資料１－１－２：教師教育リサーチセンターインスタグラム 

・資料１－１－３：教員養成の現状と課題、今後の方策 
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基準項目１－２ 教職課程に関する組織的工夫 

〔現状〕 

本学では、平成 18 年（2006 年）4 月、教職に関する総合センターとして「教職センタ

ー」を設置したが、さらなる“質の高い教員養成”と“教師教育学の研究活動推進”のた

めに改組し、平成 24 年（2012 年）4 月に「教師教育リサーチセンター」（資料⑧）を新設

した。 

教師教育リサーチセンターは教職課程履修学生のサポートをする教職課程支援室と教師教

育にかかわる研究活動を支援する教員研修室から成る。教師教育リサーチセンターでは、こ

れまでの教職課程支援事務（教職課程認定申請、変更届の提出を含む）並びに学修支援、キ

ャリア支援のみならず、教師教育（教員養成・採用・研修）に関する研究・調査を行う研究

機関的要素、さらには教育委員会、小・中・高等学校、幼稚園、保育所との連携を推進する

機能を持つ全学の教員養成を包括するセンターとして位置づけられ、教職課程に関する情報

公開も行っている。 

全学組織のため、高等教育附置機関として位置づけられており、教員、事務職員をもっ

て構成することとなっている（資料③：学校法人組織規程第６条参照）。したがって、事

務的支援に留まらず、本学の教員養成に必要な教員を採用し、学生指導・支援、研究活動

を行うことが可能となっている。 

〔優れた取組〕 

・教師教育リサーチセンターが各学部学科と連携を図り、各学部学科の特性を生かしなが

ら、大学の目標・目的、３ポリシーとの精査も行い、学部間を横断した全学体制での学

生支援を実現している（資料１－２－１）。また、教師教育リサーチセンターに教職に

関する窓口を一本化することで、教員養成に関する事項を掌握し、課題の抽出とその改

善を迅速に行うことが可能となる。教職課程教育に関しては教師教育リサーチセンタ

ー、教職課程以外の学士課程教育に関しては教学部と明確に業務を区分することによっ

て、学生情報、学校現場からの連絡事項、教員からの情報も集約され、教職課程を有す

る全学部学科に統一的に対応できることは大きな特徴といえる。この特徴は、カリキュ
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ラム検討の際にも活かされている。 

・教職サポートルームの機能（組織と環境）（資料⑧） 

教師教育リサーチセンターでは、教員を目指す学生のキャリア形成支援、教職指導の

一翼を担うため、東京都・神奈川県・千葉県・埼玉県において小学校・中学校・高等学

校の校長、幼稚園長・保育所長、教育行政経験者を教職サポートルーム客員教員として

採用し、学生の相談・支援にあたっている。教職サポートルーム客員教員は教師教育リ

サーチセンターや各学科の教職担当教員と連携・調整しながら、学生相談、教育実習に

関する指導、教員採用試験候補者選考試験対策の企画・講師等を担当している。また、

教科書・指導書、教職に関する最新の参考資料等を取りそろえ、自由に閲覧しながら、

自学自修ができる自主学修スペースや、模擬授業や共同討議などができる教室も備え、

更には電子黒板、デジタル教科書などの ICT 関連の教材、教具も備え、教職サポートル

ーム客員教員の指導を受けながら、実践的指導力を身につけられる環境を整えている。 

さらに、令和 5 年度より地方自治体の教員採用試験受験を希望する学生、地元で教育

実習を実施する学生の指導を担う教職講座・実習指導担当客員教員を新設した。初年度

は教員採用試験受験者数の多い茨城県・静岡県の校長、教育行政経験者を採用した。次

年度以降、地域を拡大していく予定である。 

・教職課程委員会における教員養成に関する審議と情報の共有（資料１－２－２） 

教師教育リサーチセンター長が委員長となり、事務局は教師教育リサーチセンターが

担っている。教職課程を置く学科では、必ず教職担当教員が任命され教職課程委員会委

員となっている。委員会は月 1 回実施し、教職に関連する諸々の事項について検討・審

議し全学での決定事項としている。さらに教職課程に関連する情報の共有が図られてい

る。また、審議内容や報告事項によっては、それぞれの学科の会議、学部の教授会等、

また全学の教務委員会にも情報を提供し、教職課程に関する情報の共有を図っている。

教師教育リサーチセンターの担う業務の大半は、教職課程委員会にて審議・報告がなされ

ており、研究活動等の状況についても情報共有がなされている。 

・教育研究活動等点検調査委員会と教員養成部会（教職課程員会の事項を報告をする会の
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名称）の機能（資料１－２－３～１－２－５） 

大学全体では各学部・学科において年度ごとの自己点検・評価を行い、教育研究活動

等点検調査委員会に提出している。教員養成に関する事項も例外ではなく、教職課程委

員会での審議内容を中心とした自己点検・評価を行い、年度の振り返りとともに、課題

の抽出も行っている。この内容は、教育研究活動等点検調査委員会において教員養成部

会より全学に報告されている。 

・教職課程ＦＤ・ＳＤ研修会の実施（資料１－２－６～１－２－８） 

全学で行うＦＤ・ＳＤ研修会に加え、教職課程運営に必要な情報、最新の教育事情や

情報に関する内容について、有識者による講演を教師教育リサーチセンターが主催し、

年に 1 回実施している。その内容は、全学的なＦＤ委員会の報告書としてまとめられ、

教職員に配布している。出席者は、教職担当教員、教職に関する事項を取り扱う部署の

職員のみならず、学部長、教務主任を対象としている。また、教師教育リサーチセンタ

ーでは、年に 1 回公開研修会の「教師教育フォーラム」も実施しており、これも教職課

程ＦＤ・ＳＤ研修の一環として位置づけられている。 

〔改善の方向性・課題〕 

近年、文部科学省からの答申をはじめとする通知が多く、提供すべき情報が多くなって

いる。その内容も多岐にわたり、情報を集約している教師教育リサーチセンターでも、す

べてを理解し把握しきれているのか疑問でもあることは昨年と同様である。教職課程委員

会や教職課程ＦＤ・ＳＤ研修会等を通じて情報の共有を行っているものの、すべての教職

員に深く理解してもらうためには、通常の研修とは別に勉強会を開催する等も考えたい

が、より効果的に行うことができる対策の検討が引き続き必要である。 

また、研修会やフォーラムは主にオンラインで実施している。このことは、遠方の方々

に受講の機会を提供することとなり、多くの参加があった。一方でワークショップ形式で

の研修の実施方法については、今後、対面受講とオンライン受講を効果的・効率的に活用

し、より有効な研修の仕組みの構築も引き続き考えていきたい。 
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＜根拠となる資料・データ等＞ 

・資料１－２－１：玉川大学における教員養成への取り組み 

・資料１－２－２：玉川大学教授会等運営規程（教職課程委員会部分抜粋） 

・資料１－２－３：2023 年度教育研究活動等点検調査委員会 自己点検・評価結果・改

善計画 報告書 

・資料１－２－４：2023 年度教育研究活動等点検調査委員会 分科会部会開催状況 

・資料１－２－５：2023 年度教育研究活動等点検調査委員会教員養成部会報告 

・資料１－２－６：令和５年度ファカルティ・ディベロップメント活動報告書（抜粋） 

・資料１－２－７：2023 年度教師教育フォーラムチラシ 

・資料１－２－８：2023 年度教職課程ＦＤ・ＳＤ研修会 
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基準領域２ 学生の確保・育成・キャリア支援 

基準項目２－１ 教職を担うべき適切な学生の確保・育成 

〔現状〕 

本学では、オープンキャンパスや入試説明会において、教員志望の入学希望者とその保

護者等に対して、教師教育リサーチセンターが本学の教員養成の取り組みや実績等につい

て説明する機会を設けている。配布資料の中にも、「先生になろう！スタートブック」（入

試広報部作成：資料２－１－１）があり、教職に興味、関心のある入学希望者に本学の教

職課程への取り組みを紹介し、教員志望者の確保につとめている。また、教職を目指す学

生に対して、教職課程に特化した入試制度もある。 

教職課程受講希望者については、１年生の春学期にガイダンスを実施し、登録をしたう

えで教職課程履修が開始される（資料２－１－２）。例年 550～600 名が希望し、最終的に

教員免許状を取得する学生は、500～550 名程となる。教職課程受講については、最初の

ガイダンスへの出席以外は特別な条件は設けておらず、人数の制限もしていないが、受講

を継続するための条件を学部学科ごとに定め、その内容を『教職課程受講ガイド』に記載

している。受講継続条件には、累積 GPA のクリアする基準が示されており、各学部学科の

特性により多少の違いはあるが、修得済みである科目や、取得しておく資格や検定が明確

に示されている。それらの条件について、各学部学科の会議により一人一人の学生につい

て特定の期末や年度末に確認が行われ、教職課程の受講継続について厳密に可否判定が行わ

れる。 

〔優れた取組〕 

・教職課程受講希望者の入試制度（資料２－１－３～２－１－４） 

東京・千葉・埼玉・神奈川（１都３県）の高等学校または中等教育学校を卒業見込み

で、教員を目指す受験生を対象にした『首都圏教員養成総合型入学審査』と先の 1 都３

県以外の高等学校または中等教育学校を卒業見込みで、教員を目指す受験生を対象にし

た『地域創生推薦入学試験（公募型教員養成推薦）』の２つの教員志望者に特化した選

抜制度がある。また、教育学部教育学科はもとより、文学部の国語教育学科、英語教育
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学科といった学科名称は、教員志望の受験生にとってもわかりやすい学部学科組織にな

っている。農学部、工学部には、それぞれ、理科教員養成プログラム、数学教員養成プ

ログラムを設置し、教員志望者はこの区分で受験をすることなっている。ただし、この

プログラムで入学しなかった場合でも、申し出により教職課程を受講することも可能で

ある。 

また、中学卒業時等、比較的早い時期から教員を志望する意思が強い傾向があるた

め、2023 年度より高校１・２年生を対象とした「はじめてガイダンス」を実施するこ

ととなった（資料２－１－５）。 

・４年間を通した教職課程指導・支援体制（資料１－２－１） 

教職課程を受講する大半の学生は、高等学校での進路決定時に「教師になりたい」と

強い意志を持って大学を選択している。そのため、教職に就きたいという大学入学時の

モチベーションを持続させるためには、1 年生からの教職課程支援が必要不可欠であ

り、そこから大学 4 年間を通した教職課程受講支援プログラム（資料１－１－３）が重

要であるととらえ、一貫した学生指導・支援を行っている。各学年の目標は、1 年生：

教職の意義と基礎理論を学ぶ、2 年生：指導法の基礎を学ぶ、3 年生：教科・教職の専

門性と実践力を養う、4 年生：実践と応用、総まとめ、としており、それぞれの学年の

目標に応じたプログラムとなっている。 

〔改善の方向性・課題〕 

教職課程履修学生の 25％程度の教員免許の取得のみを希望する学生に対する指導に

ついては、常に課題としてとらえている。また、現在のところ教職課程における受講人

数の制限について、特に検討してはいないが、本学における適正な人数について検討し

てみたい。 

入試制度と教員採用試験名簿登載率の関係についても、今後詳細に分析していきた

い。 
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＜根拠となる資料・データ等＞ 

・ 資料２－１－１：先生になろう！スタートブック 2024 

・ 資料２－１－２：令和 5 年度教職課程受講ガイダンス資料 

・ 資料２－１－３：玉川大学 2024 年度 大学案内（抜粋） 

・ 資料２－１－４：玉川大学 2024 年度 入試ガイド（抜粋） 

・ 資料２－１－５：高校１・２年生対象「はじめてガイダンス」 
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基準項目２－２ 教職へのキャリア支援 

〔現状〕 

本学のキャリア支援は、一般企業・公務員についてはキャリアセンターが担い、教員・

保育士就職については教師教育リサーチセンターが担っている（資料２－２－１）。学生

の中には当初は教員就職を目指していたが、途中から進路変更をする場合もあるが、その

場合には、教師教育リサーチセンターとキャリアセンターが連携・情報共有を図りなが

ら、学生指導に当たっている。 

教員就職支援については、前述の教職課程受講支援プログラムに基づき大学のカリキュ

ラムとの関連も踏まえながら、各種ガイダンス、学外実習（ボランティア、インターンシ

ップ等）、教員採用試験対策（論作文・面接を中心に）等を行っている。 

〔優れた取組〕 

・教職課程受講支援プログラム（資料⑧、資料１－２－１） 

本プログラムは教職課程を受講している学生の、資質と能力の向上のための要素

と、教員就職支援のための講座等の要素を持っている。キャリア支援における教員採

用試験対策では、ガイダンス、教員採用模擬試験、面接・論作文対策等が行われてい

る。指導に当たっては、教職サポートルーム客員教員が中心となって行い、学科の教

員とも連携している。また、学生指導に際しては、学生の取得見込みの免許種や就職

を希望する自治体により、教職サポートルーム客員教員の専門教科や元勤務していた

地域（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、横浜市、川崎市、相模原市）をふまえ

て、最も適切な指導ができるよう、担当学生の割り振りを行っている。 

・教師教育リサーチセンター編「論作文＆面接対策」（資料２－２－２） 

採用試験対策において重要となる、論作文指導や面接指導（含む模擬授業、実技指

導、集団討議等）については、長きにわたり教職サポートルーム客員教員が工夫しな

がら対応してきた。その集大成として、『論作文＆面接対策』（時事通信出版局）を出

版した。当テキストは最新の教育事情のデータに差し替え、教員採用試験の出題傾向

を調査して毎年内容を精査して改訂を行い、学生指導の際のテキストとして使用して



玉川大学 基準領域２ 

15 
 

いる。教職課程受講者 2 年生全員に配布し、3 年時には、最新のものを再配布している

（初版は 2018 年度版。現在は 2025 年度版〈ISBN978-4-7887-1948-4〉まで刊行済

み）。 

・大学院への進学 

進路の一つとして、大学院への進学も考えられる。本学には、教育学研究科、教職大

学院、文・農・工学研究科があり、各研究科で専修免許の取得も可能となっている。教

育学研究科には、「教師教育学コース」もあり、教員養成を行う課程を担当できる大学

教員の養成も行っている。 

〔改善の方向性・課題〕 

学生指導に当たって、意欲や適性を欠く学生への指導は大きな課題といえる。特に、

指導の内容が進路変更を伴う場合、その指導の方法や事後支援については最重要課題と

いえる。令和 6 年度入学生より適用となる、教育実習の見直し（学校での多様な体験活

動による理論と実践の往還による実践指導力の育成・向上）（資料⑨）は、この課題解決

に向けた一つの可能性が示されるものと期待している。 

教職課程受講支援プログラムにおけるキャリア支援については、学部生を中心に組み

立てられているため、通信教育課程の学生および大学院生への教員採用試験対策は、時

期、回数等が限定されたものとなっており、全学体制での教職へのキャリア支援上の課

題としてとらえている。このことについては、教職課程受講支援プログラム見直しの際

の課題としており、通学課程、通信教育課程、大学院を含めたプログラムの検討を行う

こととしている。 

また、大学院への進学者は多くないが、高い専門性を備えた教員の養成を考えると、大

学院進学を含めたキャリア支援を検討する必要がある。 

さらに、卒業生との連携も「教師・保育者の集い」を 2 回実施したが（資料２－２－３

～２－２－４）、参加者も十数名と参加者も決して多くはなく、引き続きの課題としてと

らえている。教員採用試験に不合格であった卒業生の就職支援や、教員として働く卒業生

の組織を構築することも必要ととらえている。 
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＜根拠となる資料・データ等＞ 

・資料２－２－１：令和 5 年度就職状況のまとめ（抜粋） 

・資料２－２－２：教師教育リサーチセンター編「論作文＆面接対策」（表紙） 

・資料２－２－３：第 5 回教師保育者の集い 

・資料２－２－４：第 6 回教師保育者の集い 
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基準領域３ 適切な教職課程カリキュラム 

基準項目 ３－１ 教職課程カリキュラムの編成・実施 

 

〔現状〕 

本学では全学的に 2013（平成 25）年度入学生より、半期に履修できる単位数を 16 単位

に制限している。教職課程の全科目もその例外ではない。こうしたことから教職の科目も

すべてその学部・学科の卒業単位に含まれている。半期に履修できる上限単位を設定する

ことで、予習や復習に充てる時間を確保し、教員養成における単位の実質化に取り組んで

いる（資料⑥）。 

授業内容については、教職課程コアカリキュラムに対応した教職課程カリキュラムを提

供し、教員免許取得に必要な科目はすべて、教師教育リサーチセンターがシラバスのチェ

ックを行い、課程認定との整合性を精査し、問題がないか等について確認している。 

また、教員免許取得に必要な科目において、やむを得ず担当教員が変更になる場合も、

該当教員の研究業績に関して、教師教育リサーチセンターが確認し、相応の業績がないと

認められる場合には、担当教員を変更するようにしている。 

さらに、学校現場で異なる校種の免許を複数取得していることが求められていることか

ら、本学では、主たる免許状に加えて小学校教諭二種免許状、中学校教諭二種免許状を卒

業時に取得できるプログラムを実施している（資料⑧）。 

〔優れた取組〕 

・カリキュラムの特徴（資料１－２－１） 

本学のカリキュラムは、教養豊かな幅広い知識を持ち、基礎学力の堅固な基盤と高度

な専門能力を持った有為な人材を育成するために、ユニバーシティ・スタンダード科目

と学科科目群で構成されている。ユニバーシティ・スタンダード科目は、学士課程教育

において基礎、基盤をつくるとともに、より高次な専門教育に移行するための重要な役

割を果たしている。教員免許状取得に必要な科目は、この中の教職関連科目群として開

設されている。学科科目群は、導入科目群、発展科目群、専攻科目群に区分され、学修

進度に合わせて順に履修できるように開設されている。学生にとっては所属する学科の
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専門の学修を行い、さらには、教師としての資質能力を身に着けていくために、教職に

関する専門の学修を両立して進めている。 

・教員養成の質保証に向けた学科の設置と教員養成プログラムの開設（資料②） 

教育学部はもとより、それ以外の学部の中に、教員養成を主とした学科を設置した。

このことにより、教職科目と教科科目が相互補完されて学修することができる。 

  文学部国語教育学科 

  文学部英語教育学科 

  教員養成プログラムにより、教員に必要な基礎科目の学修や、専門教科に応じた科目

の学修に取り組み、教員になるための基盤を創り上げる。 

  農学部生産農学科  理科教員養成プログラム 

  工学部情報通信工学科、ソフトウェアサイエンス学科、マネジメントサイエンス学

科、デザインサイエンス学科 

            数学教員養成プログラム 

・ダブル免許プログラム（資料⑦～⑧） 

教育学部以外の学部・学科でも、それぞれの専門性を生かした各教科の中学校・高等

学校教諭一種免許状が取得できるが、通常学期ではない長期休業期間に設けられた特別

学期（サマーセッション、ウィンターセッション）に科目を開講し、卒業と同時に小学

校教諭二種免許状を取得することができるプログラムがある。また、教育学科において

は、小学校教諭一種免許状に加え、教育学科では別の学科で課程認定を受けている教科

の中学校教諭二種免許状を取得できるプログラムを有している。 

このプログラムにより、複数免許状を取得することが可能となり、高度な専門性を有

する小学校教員や、隣接し接続する小学校教育を理解する中学校教員の養成も行ってい

る。 

・大学院での教職課程の充実 

  教育学研究科以外の研究科においても、専修免許状が取得できるが、教科における専

門性の修得だけではなく、教職の専門性を高める科目として「教育内容・方法学研
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究」、「教育制度学研究」、「教育実践学研究」の 3 科目を導入し、専修免許状の質の保証

を図っている。これらの科目は、各研究科での修士の学位の授与条件として、必修科目

と位置づけている。 

  また、教育学研究科においては、「教師教育学研究コース」を設置し、大学・大学院

教職課程専任教員、教職大学院専任教員、教師教育学研究者の養成にも取り組んでい

る。 

〔改善の方向性・課題〕 

昨年度課題とした、理論と実践の往還を重視した取り組みについて検討をすすめ、

「教育実習」等の在り方を見直し、学校体験活動の積極的な活用を令和 6 年度入学生

から実施することとした（資料⑨）。 

ICT を活用した授業方法について、授業以外にも ICT 関係の講座を準備したが、その効

果の検証を引き続き検討していきたい。 
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基準項目  ３－２ 実践的指導力育成と地域との連携 

〔現状〕 

実践的指導力を養成するための取り組みの第一歩として、教職課程受講の１年生全員に

参観実習を実施している。今までは児童・生徒の視点で学校活動を経験し、教師の仕事を

見て、教師になろうと考えてきたが、この参観実習では、教える立場、教師の視点で学校

の１日を体験し、学生の教育現場への理解を深め、教職に対する自覚を促し、進路選択の

機会を与えることを目的として実施している。さらに、教育ボランティア、教育インター

ンシップ、３年次の教育実習事前指導、４年次の教育実習に生かしていくことも期待して

いる。 

また、本学においては教育実践の質的充実を図り、地域との連携も踏まえて、各地域の

教育委員会・校長会と密接な連携のもと、教育実習協議会を実施し、意見交換や情報交換

を行っている。本学の学生の状況や、教育現場が求める教師像を軸とした教育実習生への

大学と実習校双方の指導の在り方等について協議を行い、情報を共有し、教員養成におけ

る学生指導の充実に努めている。 

〔優れた取組〕 

・参観実習の実施（資料３－２－１） 

近隣の教育委員会や校長会にお願いし、その管轄下の公立小学校・中学校で受け入

れ校を決めていたうえで、１校あたり５名程度の学生が登校時から下校までの終日参

観を行う。なお、それに際し、複数回の事前指導とガイダンスを行い、また受け入れ

校との連絡、確認なども全て学生が行う。時期は 10 月中旬（教育学部は６月中旬）

で、当日は教員１名が引率する。令和５年度の参観実習受け入れ校は、幼稚園・保育

園 16 園、小学校 29 校、中学校 67 校（春：25 校、秋：42 校）小中一貫教校 1 校にの

ぼる。参観実習の実際の流れの概略は、 

 事前指導 ⇒ プロフィール文書作成 ⇒ 参観実習受け入れ校との事前打ち

合わせ ⇒ 参観実習当日 ⇒ 報告書の作成 となっている。 
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・教育実習協議会の実施（資料３－２－２） 

横浜市、川崎市、相模原市、町田市において、教育実習を受け入れていただいた

学校に、教育実習に関するアンケートを実施している。内容としては、教育実習生

に対する大学の指導について、教育実習に臨む学生の態度・姿勢について、大学へ

の要望について確認している。アンケート内容を市ごとにまとめ、その資料を基に、

校長会の代表者との協議会を実施している。アンケートの内容のみならず、教育実

習生の最近の特徴や、養成大学に臨むこと等について意見交換を行い、必要に応じ

て翌年の事前指導に反映させるなどの対応を行っている。また、幼稚園や保育所と

の実習協議会については、実習園、実習保育所を中心に、免許・資格の認定を持つ

教育学部を中心に開催している。なお、介護等体験の協議会も受け入れ施設や学校

と同様に開催しているが、令和５年度まではコロナ禍により、現場での介護等体験

を代替措置で対応したため、協議会も行わなかった。 

〔改善の方向性・課題〕 

教育実習において、遠方の実習校への訪問指導を割愛する場合がある。そうした地域

での教育実習指導を充実させるために、教員経験者の卒業生等に協力を依頼するなど、

組織的な対応を検討することが必要となっている。令和５年度は、遠方地域においても

校長を経験した教育実習の指導に適した方を客員教員として６名を採用し、さらに採用

数を増やして、全国を網羅できるよう進めている。 

学校体験活動については、授業の空き時間が課題となっていたが、令和６年度からは

各学科の授業時間割を調整し、空き時間を確保して、１年次から学校体験活動を新たに

単位化することによって、教育実習の在り方を見直し、各学年において必ず学校体験活

動を実施することができるよう体制を整えた（資料⑨）。 

＜根拠となる資料・データ等＞ 

・資料３－２－１：私立大学の特色ある教職課程事例集Ⅴ（抜粋） 

・資料３－２－２：私立大学の特色ある教職課程事例集Ⅲ（抜粋） 
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Ⅲ 総合評価（全体を通じた自己評価） 

令和５年度は年度当初に計画した事業については、おおむね予定通りに実行することが

できた。学生への指導・支援については、教師教育リサーチセンターを中心に各学部・学

科の教員と連携を取りながら、また、教育委員会、学校現場との連携の強化も図りなが

ら、より質の高い教員養成と、より多くの教員就職ができるよう対応した。教員採用試験

結果において、過去最高の名簿登載率となったことを見ても、学生への指導・支援が適切

に行われたと判断できる。 

しかしながら、基準領域それぞれに課題はあり、今後も一つ一つの課題に対して、具体

的な検討をしながら、より質の高い教員養成に向けて取り組んでいきたいと考えている。

一部は令和６年度から実施できるよう体制を整えることができたが、社会の変化、教職課

程運営の状況や、今後の対応計画などを踏まえ、保留としたものも多く、課題が継続とな

っている。また、文部科学省答申、通知等について、本学の教員養成の現状を踏まえなが

らその内容を精査し、引き続き改革・改善ができるものから対応していきたいと考えてい

る。 

教師教育リサーチセンターの実施する事業については、令和５年度事業報告書（教師教

育リサーチセンター）として学長の承認を得ている。教職課程運営については、教職課程

委員会での審議事項を中心としてまとめ、2023 年度自己点検・評価結果・改善計画 報告

書および 2023 年度分科会部会開催状況として教育研究活動等点検調査委員会に提出し、

学長の承認を得ている。 

本報告書については、上記の内容をもとに教師教育リサーチセンターが点検を行い、報

告書として取りまとめたものである。 
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Ⅳ 「教職課程自己点検・評価報告書」作成プロセス 

教師教育リサーチセンターの実施する事業については、「令和 5 年度事業報告書」（教師

教育リサーチセンター）として理事長・学長の承認を得ている。教職課程運営について

は、教職課程委員会での審議事項を中心としてまとめ、2023 年度自己点検・評価結果・

改善計画 報告書および 2023 年度分科会部会開催状況として教育研究活動等点検調査委員

会に提出し、理事長・学長の承認を得ている。 

本報告書については、上記の内容をもとに、全国私立大学教職課程協会『「教職課程自

己点検・評価報告書」作成の手引き 令和 5 年度版』（改訂版）に基づき、教師教育リサ

ーチセンターが点検を行い、報告書として取りまとめたものである。 
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Ⅴ 現況基礎データ一覧              令和６年５月１日現在 

 

法人名 

     学校法人 玉川学園 

大学・学部名 

     玉川大学 

学科・コース名（必要な場合） 通学課程（大学・大学院） 

1 卒業者数、教員免許状取得者数、教員就職者数等                 

①  前年度卒業・修了者数 1,638 

②  ①のうち、就職者数 

（企業、公務員等を含む） 

1,389 

③  ①のうち、教員免許状取得者の実数 

（複数免許状取得者も 1 と数える） 

534 

④  ②のうち、教職に就いた者の数 

（正規採用＋臨時的任用の合計数） 

339 

④のうち、正規採用者数 259 

④のうち、臨時的任用者数 80 

２ 教員組織（令和 6 年 3 月 31 日現在） 
（令和 6 年 3 月 31 日現在） 

 教授 准教授 講師 助教 その他（非常勤講師） 

教員数 196 60 44 3 842 

相談員・支援員など専門職員数（教師教育リサーチセンター所属教職員） 26 

 

 



学校法人玉川学園組織機構図（令和5年4月1日施行）
高 等 教 育 機 関 大 学 院 文 学 研 究 科 人 間 学 専 攻 修 士 課 程

英 語 教 育 専 攻 修 士 課 程

大 学 院 農 学 研 究 科 資 源 生 物 学 専 攻 修 士 課 程

大 学 院 教 育 学 研 究 科 教 育 学 専 攻 修 士 課 程
教 職 専 攻 専 門 職 学 位 課 程 ( 教 職 大 学 院 ）

大 学 院 脳 科 学 研 究 科 心 の 科 学 専 攻 修 士 課 程
脳 科 学 専 攻 博 士 課 程 後 期

資 源 生 物 学 専 攻 博 士 課 程 後 期

大 学 院 工 学 研 究 科 機 械 工 学 専 攻 修 士 課 程
電 子 情 報 工 学 専 攻 修 士 課 程
シ ス テ ム 科 学 専 攻 博 士 課 程 後 期

大 学 院 マ ネ ジ メ ン ト 研 究 科 マ ネ ジ メ ン ト 専 攻 修 士 課 程

芸 術 専 攻 科 芸 術 専 攻

文 学 部 国 語 教 育 学 科
英 語 教 育 学 科

学 ⻑ 副 学 ⻑ 玉 川 大 学 農 学 部 生 産 農 学 科

マ ネ ジ メ ン ト サ イ エ ン ス 学 科

エ ン ジ ニ ア リ ン グ デ ザ イ ン 学 科

経 営 学 部 国 際 経 営 学 科

教 育 学 部 教 育 学 科

環 境 農 学 科
先 端 食 農 学 科

農 産 研 究 セ ン タ ー

工 学 部 情 報 通 信 工 学 科
ソ フ ト ウ ェ ア サ イ エ ン ス 学 科

デ ザ イ ン サ イ エ ン ス 学 科

芸 術 学 部 音 楽 学 科
ア ー ト ・ デ ザ イ ン 学 科
演 劇 ・ 舞 踊 学 科
パ フ ォ ー ミ ン グ ・ ア ー ツ 学 科 令和３年４月より募集停止

通 信 教 育 課 程
乳 幼 児 発 達 学 科

全 人 教 育 研 究 セ ン タ ー
健 康 教 育 研 究 セ ン タ ー
デ ン マ ー ク ･ オ レ ロ ッ プ
高 等 体 操 学 校 東 洋 分 校

観 光 学 部 観 光 学 科

高 等 教 育 附 置 機 関 教 育 学 術 情 報 図 書 館

教 育 博 物 館

学 術 研 究 所 Ｋ - １ ６ 一 貫 教 育 研 究 セ ン タ ー

メ デ ィ ア ・ デ ザ イ ン 学 科 令和３年４月より募集停止
芸 術 教 育 学 科 令和３年４月より募集停止

リ ベ ラ ル ア ー ツ 学 部 リ ベ ラ ル ア ー ツ 学 科

高 等 教 育 開 発 セ ン タ ー

理 事 会 理 事 ⻑ 脳 科 学 研 究 所 脳 シ ス テ ム 研 究 セ ン タ ー
脳 ・ 心 ・ 社 会 融 合 研 究 セ ン タ ー

ミ ツ バ チ 科 学 研 究 セ ン タ ー
生 物 機 能 開 発 研 究 セ ン タ ー

常 任 会 監 査 室 菌 学 応 用 研 究 セ ン タ ー
人 文 科 学 研 究 セ ン タ ー

高 等 教 育 支 援 機 関 教 学 部 教 務 課

先 端 知 能 ・ ロ ボ ッ ト 研 究 セ ン タ ー
（ AIBot 研 究 セ ン タ ー ）

評 議 員 会 量 子 情 報 科 学 研 究 所 量 子 情 報 数 理 研 究 セ ン タ ー
超 高 速 量 子 通 信 研 究 セ ン タ ー

教 師 教 育 リ サ ー チ セ ン タ ー 教 職 課 程 支 援 室

学 務 課
授 業 運 営 課

研 究 推 進 事 業 部 研 究 推 進 課
知 財 戦 略 課

学 生 支 援 セ ン タ ー 学 生 支 援 課

教 員 研 修 室

Ｅ Ｌ Ｆ セ ン タ ー

Ｔ Ａ Ｐ セ ン タ ー

Ｉ Ｃ Ｔ 教 育 研 究 セ ン タ ー

国 際 教 育 戦 略 課
大 学 国 際 教 育 課
Ｋ − 12 国 際 教 育 課

学 修 支 援 課
学 生 相 談 室

入 試 広 報 部 入 試 課
入 試 広 報 課

キ ャ リ ア セ ン タ ー

学 園 ⻑ 副 学 園 ⻑ 玉 川 学 園 初 等 中 等 教 育 機 関 幼 稚 部
小 学 部

継 続 学 習 セ ン タ ー

共 通 教 育 附 置 機 関 国 際 教 育 セ ン タ ー

図 書 ・ 情 報 活 用 推 進 室

初 等 中 等 教 育 支 援 機 関 学 園 教 学 部 学 園 教 学 課
学 園 入 試 広 報 課
生 徒 相 談 室

中 学 部
高 等 部

初 等 中 等 教 育 附 置 機 関 ア カ デ ミ ッ ク サ ポ ー ト セ ン タ ー E S 推 進 室

令和５年４月より募集停止

収益事業部門 営 業 課

購 買 部

情 報 ・ 調 査 課
資 金 運 用 課
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○玉川大学教師教育リサーチセンター規程

平成18年４月１日制定 

改正 

平成21年４月１日 

平成24年４月１日 

平成27年４月１日 

令和５年４月１日 

玉川大学教師教育リサーチセンター規程 

（趣旨） 

第１条 玉川大学学則第61条に基づき、玉川大学教師教育リサーチセンター（以下「本センター」と

いう。）の運営について、本規程を定める。 

（目的） 

第２条 本センターは、教職に関する専門的研究（以下「本研究」という。）を行い、国内外の諸研

究・教育機関等と連携を密にし、玉川大学における教員養成等の充実を図ることを目的とする。さ

らに研究活動の成果を生かして、玉川大学に共通する教育職員免許状・資格の取得支援、教職に係

る就職支援を推進することを目的とする。 

（事業） 

第３条 本センターは、本研究・支援の目的を達成するために、教員研修室及び教職課程支援室を置

き、次の事業を行う。 

(１) 教職の専門的・総合的研究に関する事項

(２) 教職のＦＤ・ＳＤ研修に関する事項

(３) 教職課程（教育実習、保育実習、介護等体験、学校体験活動等）に関する事項

(４) 教育職員免許状取得に関する事項

(５) 保育士、学校図書館司書教諭、図書館司書、社会教育主事・社会教育士、学芸員の資格取得

に伴う学生対応に関する事項

(６) 教員免許の許認可（大学院を含む。）に関する事項

(７) 教員・保育士希望者の就職支援及びキャリアデザイン支援に関する事項

(８) 教職課程委員会に関する事項

(９) 現職教員及び教育委員会等との連携研修等に関する事項

(10) その他本センターに関する事項

（重要事項）

第４条 本センターの基本方針、事業計画の改正等に係る重要事項は、大学部長会の議を経て、学長

の承認をうけなければならない。 

（組織） 

第５条 本センターは、次の教職員をもって構成する。 

センター長、教授、准教授、講師、助教、研究員、事務職員

２ 教職員は専任、兼担及び兼任（非常勤）とする。 

３ 本センターは、必要に応じて、国内外の諸研究・教育機関等からの推薦のあった者、本センター

が招聘する者等を客員教員として受け入れることができる。 

（センター長）

第６条 センター長は、本センターの教育研究活動及び諸事業を統括する。 

２ 本センターは、必要に応じて副センター長を置くことができる。副センター長は、センター長を

補佐し、センター長の命を受けた業務を代行する。 

３ センター長の任期は２か年とし、再任を妨げない。 

（研究費） 

第７条 本センターの研究費は、本センター予算及び受託研究費等によるものとする。 

（教職課程受講料） 

第８条 本センターでは、教育職員免許状・資格の取得支援、教職に係る就職支援を推進するための

経費として、学生より教職課程受講料を徴収する。 
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２ 教職課程受講料の詳細については、別に定める教職課程履修規則による。 

（委員会） 

第９条 本センターに、玉川大学教授会等運営規程第５条に基づき教職課程委員会を置く。 

２ 教職課程委員会に関する事項は、別に定める玉川大学教授会等運営規程による。 
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○学校法人玉川学園組織規程

平成10年４月１日制定 

改正 

平成11年４月１日 

平成12年４月１日 

平成13年４月１日 

平成14年４月１日 

平成15年４月１日 

平成16年４月１日 

平成17年４月１日 

平成18年４月１日 

平成19年４月１日 

平成20年４月１日 

平成21年４月１日 

平成21年11月１日 

平成22年４月１日 

平成23年４月１日 

平成24年４月１日 

平成25年４月１日 

平成26年４月１日 

平成27年４月１日 

平成28年４月１日 

平成29年４月１日 

平成30年４月１日 

平成31年４月１日 

令和２年４月１日 

令和３年４月１日 

令和４年４月１日 

令和５年４月１日 

学校法人玉川学園組織規程 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、学校法人玉川学園（以下「本法人」という。）寄附行為第４条に定める設置す

る学校の教育、研究の充実及び組織の円滑かつ能率的な運営を図ることを目的とする。 

２ 本規程は、諸規程の特別の定めがある場合を除き全ての本法人の教員及び職員に適用する。 

（構成） 

第２条 本法人の組織は、次の各号に定める。 

(１) 教育・研究に関する組織を、高等教育機関及び高等教育附置機関、初等中等教育機関及び初

等中等教育附置機関、共通教育附置機関で構成する。

(２) 事務に関する組織は、高等教育支援機関、初等中等教育支援機関、法人部門で構成する。

(３) 収益事業に関する組織として収益事業部門を置く。

２ 前項の組織の他に理事長の直轄機関として、監査室、教育情報・企画部、玉川アスレチック・デ

パートメントを置く。 

（教員及び職員） 

第３条 本法人に専任の教員及び職員を置く。 

２ 前項のほか、必要に応じて顧問、客員教員、嘱託教員及び職員、臨時職員及び非常勤教員及び職

員を置くことができる。 

（教員及び職員の任免） 

第４条 教員及び職員の任免は、諸規程に別段の定めのある場合のほかは、常任会の議を経て理事長
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がこれを行う。 

（定義） 

第５条 この規程において次の各号に掲げる者は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 高等教育機関及び高等教育附置機関の教員は、教授、准教授、講師、助教、助手及び研究員

をいう。

(２) 初等中等教育機関及び初等中等教育附置機関の教員は、教諭、養護教諭、講師及び研究員を

いう。

(３) 共通教育附置機関の教員は、前第１号及び２号による

(４) 職員は、事務職員（司書、学芸員を含む。）、技術指導員、技術職員、指導員、実習助手を

いう。

(５) シニアスタッフは、教員及び職員のうち、特定分野について見識を有する専門職者をいう。

２ この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 分掌 組織単位に与えられた個別業務の範囲をいう。

(２) 職制 系統的に編成された業務の単位として各人が配置された地位をいう。

(３) 職務 特定職制の行う業務の具体的な内容を個別的に明らかにしたものをいう。

(４) 任免 任命及び免職することをいう。

(５) 任命 職を命じることをいう。

(６) 補職 特定の職に就けることをいう。

(７) 免職 職を解くことをいう。

(８) 任用 期間を定め特定の職に就けることをいう。

(９) 統督 組織をまとめ指揮監督することをいう。

(10) 統括 自己の所管する事項を総合的にまとめることをいう。

(11) 管掌 自己の管轄する事項を責任・権限で管理することをいう。

第２章 高等教育機関・高等教育附置機関 

（組織） 

第６条 高等教育機関及び高等教育附置機関は、次の各号に定めるものとし、教員、技術指導員、技

術職員、指導員及び事務職員をもって構成する。 

(１) 高等教育機関

玉川大学（大学院・専攻科を含む。）

(２) 高等教育附置機関

玉川大学教育学術情報図書館

玉川大学小原國芳記念教育博物館

玉川大学学術研究所

玉川大学脳科学研究所

玉川大学量子情報科学研究所

玉川大学教師教育リサーチセンター

玉川大学国際教育センター

玉川大学ＥＬＦセンター

玉川大学ＴＡＰセンター

ＩＣＴ教育研究センター

（副学長） 

第７条 大学に副学長を置くことができる。 

（学部長及び副学部長） 

第８条 大学の各部に学部長を置く。 

２ 学部長は、学長の命を受けて各学部の教育及び研究に関する事項を統括し、所属する教員を管掌

する。 

３ 副学部長は、理事長が必要と認めたとき、置くことができる。 

４ 副学部長は、学長の命を受けて学部長を補佐する。 

５ 副学部長は、学部長の命を受けた事項を担当する。 

（研究科長） 
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第９条 大学院の各研究科に研究科長を置く。 

２ 研究科長は、学長の命を受けて研究科の教育及び研究に関する事項を統括し、所属する教員を管

掌する。 

（主任、副主任、センター長、副センター長） 

第10条 大学の学部及び大学院研究科の専攻に主任を、学部のセンターにセンター長を置く。 

２ 学部の主任は、学部長及び副学部長を補佐し、学部及び学科の運営を担当する。研究科の専攻の

主任は、研究科長を補佐し、専攻の運営を担当する。学部のセンター長は、学部長及び副学部長を

補佐し、センターの運営を担当する。 

３ 主任及びセンター長の空席がある場合には、主任代理及びセンター長代理を置く。 

４ 主任代理は、主任職を代行し、センター長代理はセンター長職を代行する。 

５ 副主任、副センター長を必要に応じて置くことができる。 

６ 副主任は学部長の命を受けて主任を、副センター長は学部長の命を受けてセンター長を補佐する。 

７ 副主任は主任の、副センター長はセンター長の命を受けた事項を担当する。 

（高等教育附置機関の長） 

第11条 高等教育附置機関に館長、所長、センター長を置く。 

２ 各部署の長は、学長の命を受けて所管する事項を統括し、所属する教員及び職員を管掌する。 

３ 館長、所長、センター長の空席がある場合には、館長代理、所長代理、センター長代理を置く。 

４ 館長代理、所長代理、センター長代理は、館長職、所長職、センター長職を代行する。 

５ 副館長、副所長、副センター長を必要に応じて置くことができる。 

６ 副館長、副所長、副センター長は学長の命を受けて各部署の長を補佐する。 

７ 副館長、副所長、副センター長は、所属する部署の長の命を受けた事項を担当する。 

（高等教育附置機関の主任、副主任） 

第12条 高等教育附置機関に主任を置くことができる。 

２ 主任は、部署の長を補佐し、部署の運営を担当する。 

３ 主任の空席がある場合には、主任代理を置く。 

４ 主任代理は、主任職を代行する。 

５ 副主任を必要に応じて置くことができる。 

６ 副主任は、部署の長の命を受けて主任を補佐する。 

７ 副主任は、主任の命を受けた事項を担当する。 

（教員の補職） 

第13条 高等教育機関及び高等教育附置機関の教員の補職は、学長が行う。 

第３章 初等中等教育機関・初等中等教育附置機関 

（組織） 

第14条 初等中等教育機関及び初等中等教育附置機関は、次の各号に定めるものとし、教員、実習助

手及び事務職員をもって構成する。 

(１) 初等中等教育機関 

玉川学園高等部 

玉川学園中等部 

玉川学園小学部 

玉川学園幼稚部 

(２) 初等中等教育附置機関 

アカデミックサポートセンター 

（副学園長） 

第15条 高等部、中学部、小学部の副校長及び幼稚部の副園長として副学園長を置く。 

（学園教学部長） 

第16条 高等部、中学部、小学部の副校長職及び幼稚部の副園長職として、学園教学部長を置く。 

２ 学園教学部長は、学園長の命を受けて、初等中等教育機関に関する事項について統括する。 

３ 学園教学部長は、常任会において理事長が任命する。 

（部長・担当部長） 

第17条 初等中等教育機関（以下「各学校」という。）に教頭職として部長・担当部長を置く。 
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２ 部長・担当部長は、学園長及び副校長及び副学園長の命を受けて所属する各学校の教学に関する

事項を統括し、所属する教員を管掌する。 

３ 初等中等教育機関に教育部長を置き、各学校間の調整並びに園児、児童及び生徒の教育に関する

事項を統括する。 

（主任、副主任） 

第18条 各学校に主任を置く。 

２ 主任は、部長・担当部長を補佐し、教学等に関する事項を担当する。 

３ 主任の空席がある場合には、主任代理を置く。 

４ 主任代理は、主任職を代行する。 

５ 副主任を必要に応じて置くことができる。 

６ 副主任は、部長・担当部長の命を受けて主任を補佐する。 

７ 副主任は、主任の命を受けた事項を担当する。 

（初等中等教育附置機関の長） 

第19条 初等中等教育附置機関にセンター長を置く。 

２ センター長は、学園長の命を受けて所管する事項を統括し、所属する教員を管掌する。

３ センター長の空席がある場合には、センター長代理を置く。

４ センター長代理は、センター長職を代行する。

５ 副センター長を必要に応じて置くことができる。 

６ 副センター長は、学園長の命を受けてセンター長を補佐する。 

７ 副センター長は、センター長の命を受けた事項を担当する。 

（教員の補職） 

第20条 初等中等教育機関及び初等中等教育附置機関の教員の補職は、学園長が行う。 

第４章 共通教育附置機関 

（組織） 

第21条 共通教育附置機関に国際教育センターを置き、教員及び事務職員を持って構成する。 

第５章 高等教育支援機関 

（高等教育支援機関） 

第22条 高等教育支援機関は、次の各号に定めるものとし、職員をもって構成する。 

(１) 教学部

(２) 研究推進事業部

(３) 学生支援センター

(４) 入試広報部

(５) キャリアセンター

(６) 継続学習センター

２ 必要に応じて教員を置くことができる。 

第６章 初等中等教育支援機関 

（初等中等教育支援機関） 

第23条 初等中等教育支援機関に、学園教学部を置き、教員及び職員をもって構成する。 

第７章 法人部門 

（法人部門） 

第24条 法人部門は、次の各号に定めるものとし、職員をもって構成する。 

(１) 総務部

(２) 人事部

(３) 経理部

(４) 保健センター 健康院

(５) 学友会事務部

第８章 収益事業部門

（収益事業部門） 

第25条 収益事業部門は、次の各号に定めるものとし、職員をもって構成する。 

(１) 出版部
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(２) 購買部

第９章 監査室、教育情報・企画部、玉川アスレチック・デパートメント

（監査室） 

第26条 監査室は、本法人の監査に関して統括すると共に、コンプライアンスの意識向上に関する事

項を担当し、職員をもって構成する。 

（教育情報・企画部） 

第27条 教育情報・企画部は、本法人のより健全な経営基盤の整備、本法人のＩＲ（Ｉｎｓｔｉｔｕ

ｔｉｏｎａｌ Ｒｅｓｅａｒｃｈ）統合、及び教育の質保証に関する事項を担当し、職員をもって

構成する。 

２ 教育情報・企画部に、必要に応じ教員を置くことができる。 

３ 前項の教員は、本法人全体の視野に立ち、教育・支援・法人・収益の各機関及び部門の業務に関

する調査・研究等を行うと共に、理事長、担当理事の諮問事項及び特命事項を担当する。 

（玉川アスレチック・デパートメント） 

第28条 玉川アスレチック・デパートメントは、本法人のスポーツブランドの確立、学生・生徒・児

童・園児及び教職員のスポーツ振興に関する事項を担当し、教員及び職員をもって構成する。 

第10章 職制及び任命、職務 

（部署の長） 

第29条 共通教育附置機関、高等教育支援機関、初等中等教育支援機関、法人部門、収益事業部門及

び監査室、教育情報・企画部、玉川アスレチック・デパートメントに、部長、センター長、院長、

室長を置く。 

２ 各部署の長は、理事長の命を受けて所管する業務を統括し、所属する職員を管掌する。 

（シニアスタッフ）

第30条 共通教育附置機関、高等教育支援機関、初等中等教育支援機関、法人部門、収益事業部門及

び監査室、教育情報・企画部、玉川アスレチック・デパートメントに必要に応じてシニアスタッフ

を置くことができる。 

２ シニアスタッフの職務は、次の各号による。 

(１) 指定された担当業務の調査・研究を行い、その経過及び結果について理事長、常勤の理事に

報告及び意見具申をする。

(２) 理事長、常勤の理事の諮問事項について報告及び意見具申をする。

(３) 各部署の長からの相談及び要請に基づいて助言及び支援を行うと共に、必要に応じて会議等

へ出席し、協議に参画する。

(４) 理事長、常勤の理事からの特命事項を担当する。

(５) その他各部署における業務を担当する。

（次長）

第31条 共通教育附置機関、高等教育附置機関、初等中等教育附置機関、高等教育支援機関、初等中

等教育支援機関、法人部門、収益事業部門及び監査室、教育情報・企画部、玉川アスレチック・デ

パートメントに、必要に応じて次長を置くことができる。 

２ 次長は、所属する部署の長を補佐し、その命を受けた業務を担当する。 

（課長、相談室長、担当課長〈業務担当〉） 

第32条 共通教育附置機関、高等教育附置機関、初等中等教育附置機関、高等教育支援機関、初等中

等教育支援機関、法人部門、収益事業部門及び監査室、教育情報・企画部、玉川アスレチック・デ

パートメントに、課、相談室等を置くことができる。 

２ 課に課長、相談室に相談室長を置く。 

３ 課長は、所属する部署の長を補佐し、その命を受けた所管業務を担当する。 

４ 相談室長は、部署の長が兼務する。 

５ 必要に応じて、業務担当課長を置くことができる。 

６ 業務担当課長は、課長の命を受けて課の所管業務の一部を担当する。 

（課長補佐） 

第33条 課に、必要に応じて課長補佐を置くことができる。 

２ 課長補佐は、課長を補佐し、その命を受けた業務を担当する。 
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（係長、主任） 

第34条 課に係を置くことができる。 

２ 係に、必要に応じて係長を置くことができる。 

３ 係長は、課長の命を受けた業務を担当する。 

４ 係に、必要に応じ主任を置くことができる。 

５ 主任は、係長の命を受けた業務を担当する。 

（職員の補職） 

第35条 共通教育附置機関、高等教育支援機関、初等中等教育支援機関、法人部門、収益事業部門、

監査室及び教育情報・企画部、玉川アスレチック・デパートメントの職員の補職は、各部署の長が

行う。 

第11章 組織の変更 

（組織の変更） 

第36条 高等教育機関、初等中等教育機関及び収益事業部門の組織の新設、改廃は、学校法人玉川学

園寄附行為第44条の手続によらなければならない。 

２ 共通教育附置機関、高等教育附置機関、初等中等教育附置機関の組織の新設・改廃は、学校法人

玉川学園稟議規程第８条の手続によらなければならない。 

３ 前項以外の組織の新設、改廃は、常任会の議を経て、理事長が決定する。 

第12章 その他 

（プロジェクトの設置） 

第37条 本法人は、新規事業や重要な検討課題が生じ、既存の組織では対応できない場合に、一定の

期間専従的に人員を集中してこれを検討する組織として、プロジェクトを置くことができる。 

２ プロジェクトの設置については、学校法人玉川学園プロジェクト設置・運営規程の定めるところ

による。 

（細則） 

第38条 この規程の実施・施行については、学校法人玉川学園組織事務分掌細則の定めるところによ

る。 

２ 部署の体系は、学校法人玉川学園組織機構図の定めるところによる。 

（事務主管） 

第39条 この規程に係る事務主管は、総務部とする。 

（規程の改廃） 

第40条 この規程の改廃は、常任会の議を経なければならない。 



部署等別

性別
男 女 計

100 48 148

1 0 1

3,194 3,304 6,498

633 974 1,607

49 59 108

381 411 792

248 318 566

284 324 608

4,890 5,438 10,328

11 21 32

203 265 468

1 0 1

2 0 2

0 0 0

大　学
（教育学部教育学科通信教育課程）

玉川学園 在籍者数 総括表
令和5年5月1日現在

大学院

芸術専攻科 芸術専攻

大　学

単位互換履修生

幼稚部

小学部

中学部

高等部

合　計

科目等履修生

総合計 10,831

科目等履修生（通信教育課程）

聴講生

研究生

資料④



学年

修士課程・専門職学位課程

男 0 0 - - 0 1

人間学専攻 女 0 0 - - 0 0

計 0 0 - - 0 1

男 3 3 - - 6 0

英語教育専攻 女 0 0 - - 0 3

計 3 3 - - 6 3

男 9 14 - - 23 4

資源生物学専攻 女 2 5 - - 7 5

計 11 19 - - 30 9

男 2 1 - - 3 0

機械工学専攻 女 0 1 - - 1 0

計 2 2 - - 4 0

男 6 10 - - 16 8

電子情報工学専攻 女 3 1 - - 4 1

計 9 11 - - 20 9

男 2 3 - - 5 2

マネジメント専攻 女 1 2 - - 3 3

計 3 5 - - 8 5

男 3 12 - - 15 3

教育学専攻 女 9 12 - - 21 7

計 12 24 - - 36 10

男 10 10 - - 20 9

教職専攻 女 5 5 - - 10 2

計 15 15 - - 30 11

男 2 1 - - 3 0

心の科学専攻 女 1 0 - - 1 0

計 3 1 - - 4 0

男 37 54 - - 91 27

女 21 26 - - 47 21

計 58 80 - - 138 48

学年

博士課程後期

男 1 4 1 - 6 2

資源生物学専攻 女 1 0 0 - 1 0

計 2 4 1 - 7 2

男 0 0 0 - 0 1

システム科学専攻 女 0 0 0 - 0 0

計 0 0 0 - 0 1

男 2 1 0 - 3 0

脳科学専攻 女 0 0 0 - 0 1

計 2 1 0 - 3 1

男 3 5 1 - 9 3

女 1 0 0 - 1 1

計 4 5 1 - 10 4

男 1 - - - 1 0

女 0 - - - 0 1

計 1 - - - 1 1

芸術専攻科 芸術専攻

注：修士課程長期履修学生3年・4年コースの学生は2年次に含む。

合計
令和4年度
修了者数

農
　
学

研
究
科

工
　
学

研
究
科

脳
科
学

研
究
科

博士課程後期 合計

４年

修士課程・専門職学位課程 合計

１年 ２年 ３年

脳
科
学

研
究
科

大学院・芸術専攻科 在籍者数

令和5年5月1日現在

１年 ２年 ３年 ４年 合計
令和4年度
修了者数

文
学
研
究
科

農
　
学

研
究
科

工
学
研
究
科

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

研
究
科

教
育
学

研
究
科



学年
部別

男 32 ( 1 ) 40 23 35 130 37
国語教育学科 女 34 ( 0 ) 42 31 30 137 25

計 66 ( 1 ) 82 54 65 267 62
男 31 ( 1 ) 43 26 54 154 31

英語教育学科 女 28 ( 0 ) 42 46 37 153 42
計 59 ( 1 ) 85 72 91 307 73
男 63 ( 2 ) 83 49 89 284 68

文学部計 女 62 ( 0 ) 84 77 67 290 67
計 125 ( 2 ) 167 126 156 574 135
男 112 ( 0 ) 74 76 92 354 107

生産農学科 女 36 ( 0 ) 30 43 50 159 50
計 148 ( 0 ) 104 119 142 513 157
男 31 ( 1 ) 25 16 28 100 45

環境農学科 女 20 ( 1 ) 14 10 12 56 22
計 51 ( 2 ) 39 26 40 156 67
男 56 ( 0 ) 54 36 35 181 34

先端食農学科 女 32 ( 1 ) 30 30 42 134 31
計 88 ( 1 ) 84 66 77 315 65
男 199 ( 1 ) 153 128 155 635 186

農学部計 女 88 ( 2 ) 74 83 104 349 103
計 287 ( 3 ) 227 211 259 984 289
男 65 ( 0 ) 71 51 64 251 49

情報通信工学科 女 5 ( 0 ) 12 2 4 23 7
計 70 ( 0 ) 83 53 68 274 56
男 67 ( 3 ) 70 57 57 251 49

ソフトウェアサイエンス学科 女 9 ( 0 ) 12 11 11 43 14
計 76 ( 3 ) 82 68 68 294 63
男 47 ( 2 ) 52 39 53 191 48

マネジメントサイエンス学科 女 15 ( 1 ) 23 10 26 74 16
計 62 ( 3 ) 75 49 79 265 64
男 27 ( 4 ) 0 0 0 27 0

デザインサイエンス学科 女 10 ( 0 ) 0 0 0 10 0
計 37 ( 4 ) 0 0 0 37 0
男 0 ( 0 ) 38 26 37 101 36

エンジニアリングデザイン学科 女 0 ( 0 ) 12 5 4 21 4
計 0 ( 0 ) 50 31 41 122 40
男 206 ( 9 ) 231 173 211 821 182

工学部計 女 39 ( 1 ) 59 28 45 171 41
計 245 ( 10 ) 290 201 256 992 223

  注 ：（   ）内数値は本学園高等部からの入学者数を示す。

文
学
部

農
学
部

工
学
部

大学 在籍者数 １－１
令和5年5月1日現在

１年 ２年 ３年 ４年 合計
令和4年度
卒業者数



学年
部別

男 85 ( 0 ) 108 77 88 358 71

国際経営学科 女 48 ( 1 ) 50 38 39 175 47

計 133 ( 1 ) 158 115 127 533 118

男 101 ( 9 ) 91 104 119 415 129
教育学科 女 136 ( 7 ) 149 135 143 563 141

計 237 ( 16 ) 240 239 262 978 270

男 2 ( 0 ) 1 1 2 6 2
乳幼児発達学科 女 79 ( 6 ) 83 81 78 321 83

計 81 ( 6 ) 84 82 80 327 85
男 103 ( 9 ) 92 105 121 421 131

教育学部計 女 215 ( 13 ) 232 216 221 884 224
（通信教育課程を除く） 計 318 ( 22 ) 324 321 342 1,305 355

男 - ( - ) - - 14 14 17
パフォーミング・アーツ学科 女 - ( - ) - - 90 90 114

計 - ( - ) - - 104 104 131
男 - ( - ) - - 38 38 33

メディア・デザイン学科 女 - ( - ) - - 76 76 53
計 - ( - ) - - 114 114 86
男 - ( - ) - - 15 15 11

芸術教育学科 女 - ( - ) - - 41 41 24
計 - ( - ) - - 56 56 35
男 4 ( 0 ) 16 9 - 29 -

音楽学科 女 31 ( 0 ) 26 29 - 86 -
計 35 ( 0 ) 42 38 - 115 -
男 38 ( 1 ) 37 42 - 117 -

アート・デザイン学科 女 70 ( 7 ) 83 71 - 224 -
計 108 ( 8 ) 120 113 - 341 -
男 17 ( 0 ) 20 11 - 48 -

演劇・舞踊学科 女 80 ( 1 ) 91 87 - 258 -
計 97 ( 1 ) 111 98 - 306 -
男 59 ( 1 ) 73 62 67 261 61

芸術学部計 女 181 ( 8 ) 200 187 207 775 191
計 240 ( 9 ) 273 249 274 1,036 252

男 83 ( 3 ) 89 65 85 322 82

リベラルアーツ学部計 女 90 ( 1 ) 102 104 85 381 104

計 173 ( 4 ) 191 169 170 703 186

男 28 ( 3 ) 22 16 26 92 22

観光学部計 女 58 ( 3 ) 46 66 109 279 77

計 86 ( 6 ) 68 82 135 371 99

男 826 ( 28 ) 851 675 842 3,194 803
女 781 ( 29 ) 847 799 877 3,304 854
計 1,607 ( 57 ) 1,698 1,474 1,719 6,498 1,657

　注　：（    ）内数値は本学園高等部からの入学者数を示す。

観
光
学
部

合　計

リ
ベ
ラ
ル

ア
ー

ツ
学

部

大学 在籍者数 １－２
令和5年5月1日現在

１年 ２年 ３年 ４年 合計
令和4年度
卒業者数

経
営
学
部

教
育
学
部

教育学科
通信教育課程
（1-3に記載）

芸
術
学
部



部別

男 836 14

教育学科通信教育課程計 女 1,239 39

計 2,075 53

教
育
学
部

633 203

974 265

1,607 468

大学 在籍者数 １－３
令和5年5月1日現在

在籍種別
正科生 科目等履修生 合計

令和4年度
卒業者数



年令
性別

19 18 49 17

17 28 59 21

36 46 108 38

学年
性別

65 ( 16 ) 65 63 67 60 61 381 39

68 ( 18 ) 69 70 71 68 65 411 72

133 ( 34 ) 134 133 138 128 126 792 111

学年
性別

72 ( 36 ) 86 90 248 79

114 ( 63 ) 107 97 318 75

186 ( 99 ) 193 187 566 154

学年
性別

95 ( 69 ) 97 92 0 284 106

96 ( 71 ) 116 112 0 324 117

191 ( 140 ) 213 204 0 608 223

注：初等中等教育機関の学年は、中学部は７～９年、高等部は10～12年と表記する。

高等部 在籍者数
令和5年5月1日現在

10年 11年 12年 専攻科 合計
令和4年度
卒業者数

男子

女子

計

注：（       ）内数値は本学園の各学校からの進学者数を示す。
注：初等中等教育機関は、寄附行為第４条に規定する学校表記とする。

計

男子

女子

計

中学部 在籍者数
令和5年5月1日現在

７年 ８年 ９年 合計
令和4年度
卒業者数

男子

女子

小学部 在籍者数
令和5年5月1日現在

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 合計
令和4年度
卒業者数

男子 12

女子 14

計 26

幼稚部 在籍者数
令和5年5月1日現在

３歳児 ４歳児 ５歳児 合計
令和4年度
卒園者数



令和5年5月1日現在

男 1

女 0

男 1

女 3

男 0

女 1

男 4

女 1

男 0

女 1

男 0

女 1

男 5

女 13

男 0

女 1

男 11

女 21

計 32

男 203

女 265

計 468

令和5年5月1日現在

男 1

女 0

計 1

令和5年5月1日現在

男 2

女 0

計 2

令和5年5月1日現在

男 0

女 0

計 0

合　計

研究生 在籍者数

研究生

合　計

単位互換履修生 在籍者数

単位互換履修生

合　計

聴講生

芸術学部

芸術教育学科

演劇・舞踊学科

教育学研究科 教育学専攻

脳科学研究科 心の科学専攻

合　計

教育学部 教育学科（通信教育課程）

合　計

聴講生 在籍者数

教育学部 教育学科

科目等履修生 在籍者数

 部別
科目等履修生

文学部

国語教育学科

英語教育学科

工学部 マネジメントサイエンス学科



教 職 員 在 籍 者 数 （所属別）
令和5年5月1日現在

合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート

男 1 0 0 1 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 1 0 0 1 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0

男 2 0 0 2 0 2 0 0 2 0 0 0 0 0 0

女 2 0 0 2 0 2 0 0 2 0 0 0 0 0 0

計 4 0 0 4 0 4 0 0 4 0 0 0 0 0 0

男 4 0 0 4 0 4 0 0 4 0 0 0 0 0 0

女 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0

計 5 0 0 5 0 4 0 0 4 0 1 0 0 1 0

男 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

男 5 3 0 2 0 5 3 0 2 0 0 0 0 0 0

女 4 1 0 3 0 4 1 0 3 0 0 0 0 0 0

計 9 4 0 5 0 9 4 0 5 0 0 0 0 0 0

男 6 6 0 0 0 6 6 0 0 0 0 0 0 0 0

女 6 4 0 2 0 6 4 0 2 0 0 0 0 0 0

計 12 10 0 2 0 12 10 0 2 0 0 0 0 0 0

男 7 0 0 7 0 7 0 0 7 0 0 0 0 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 7 0 0 7 0 7 0 0 7 0 0 0 0 0 0

男 25 9 0 16 0 25 9 0 16 0 0 0 0 0 0

女 13 5 0 8 0 12 5 0 7 0 1 0 0 1 0

計 38 14 0 24 0 37 14 0 23 0 1 0 0 1 0

男 9 6 0 3 0 9 6 0 3 0 0 0 0 0 0

女 6 4 0 2 0 6 4 0 2 0 0 0 0 0 0

計 15 10 0 5 0 15 10 0 5 0 0 0 0 0 0

男 9 7 0 2 0 9 7 0 2 0 0 0 0 0 0

女 10 4 0 6 0 10 4 0 6 0 0 0 0 0 0

計 19 11 0 8 0 19 11 0 8 0 0 0 0 0 0

男 18 13 0 5 0 18 13 0 5 0 0 0 0 0 0

女 16 8 0 8 0 16 8 0 8 0 0 0 0 0 0

計 34 21 0 13 0 34 21 0 13 0 0 0 0 0 0

男 40 19 0 21 0 36 16 0 20 0 4 3 0 1 0

女 14 10 1 3 0 13 10 0 3 0 1 0 1 0 0

計 54 29 1 24 0 49 26 0 23 0 5 3 1 1 0

男 17 11 0 6 0 14 8 0 6 0 3 3 0 0 0

女 3 3 0 0 0 3 3 0 0 0 0 0 0 0 0

計 20 14 0 6 0 17 11 0 6 0 3 3 0 0 0

男 12 8 0 4 0 12 8 0 4 0 0 0 0 0 0

女 5 4 1 0 0 4 3 1 0 0 1 1 0 0 0

計 17 12 1 4 0 16 11 1 4 0 1 1 0 0 0

男 69 38 0 31 0 62 32 0 30 0 7 6 0 1 0

女 22 17 2 3 0 20 16 1 3 0 2 1 1 0 0

計 91 55 2 34 0 82 48 1 33 0 9 7 1 1 0

男 23 10 0 13 0 21 10 0 11 0 2 0 0 2 0

女 1 0 0 1 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0

計 24 10 0 14 0 22 10 0 12 0 2 0 0 2 0

男 16 11 0 5 0 16 11 0 5 0 0 0 0 0 0

女 12 0 0 12 0 4 0 0 4 0 8 0 0 8 0

計 28 11 0 17 0 20 11 0 9 0 8 0 0 8 0

男 17 8 0 9 0 17 8 0 9 0 0 0 0 0 0

女 3 1 0 2 0 3 1 0 2 0 0 0 0 0 0

計 20 9 0 11 0 20 9 0 11 0 0 0 0 0 0

男 9 8 0 1 0 9 8 0 1 0 0 0 0 0 0

女 2 2 0 0 0 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0

計 11 10 0 1 0 11 10 0 1 0 0 0 0 0 0

男 20 2 2 16 0 16 2 0 14 0 4 0 2 2 0

女 3 0 0 3 0 1 0 0 1 0 2 0 0 2 0

計 23 2 2 19 0 17 2 0 15 0 6 0 2 4 0

男 85 39 2 44 0 79 39 0 40 0 6 0 2 4 0

女 21 3 0 18 0 11 3 0 8 0 10 0 0 10 0

計 106 42 2 62 0 90 42 0 48 0 16 0 2 14 0

男 29 13 0 16 0 29 13 0 16 0 0 0 0 0 0

女 10 3 0 7 0 10 3 0 7 0 0 0 0 0 0

計 39 16 0 23 0 39 16 0 23 0 0 0 0 0 0

男 29 13 0 16 0 29 13 0 16 0 0 0 0 0 0

女 10 3 0 7 0 10 3 0 7 0 0 0 0 0 0

計 39 16 0 23 0 39 16 0 23 0 0 0 0 0 0

国際経営学科

経営学部

マネジメントサイエンス学科

デザインサイエンス学科

エンジニアリングデザイン学科

工学部

農学部

情報通信工学科

教　職　員 教　　員 職　　員

玉川大学

文学研究科

農学研究科

工学研究科

マネジメント研究科

英語教育学科

文学部

生産農学科

環境農学科

先端食農学科

教育学研究科

教職専攻専門職学位課程
（教職大学院）

脳科学研究科

大学院

国語教育学科

ソフトウェアサイエンス学科



教 職 員 在 籍 者 数 （所属別）
令和5年5月1日現在

合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート

教　職　員 教　　員 職　　員

男 121 28 0 93 0 121 28 0 93 0 0 0 0 0 0

女 88 14 0 74 0 87 14 0 73 0 1 0 0 1 0

計 209 42 0 167 0 208 42 0 166 0 1 0 0 1 0

男 14 5 0 9 0 13 5 0 8 0 1 0 0 1 0

女 21 5 0 16 0 21 5 0 16 0 0 0 0 0 0

計 35 10 0 25 0 34 10 0 24 0 1 0 0 1 0

男 135 33 0 102 0 134 33 0 101 0 1 0 0 1 0

女 109 19 0 90 0 108 19 0 89 0 1 0 0 1 0

計 244 52 0 192 0 242 52 0 190 0 2 0 0 2 0

男 14 6 1 7 0 13 6 0 7 0 1 0 1 0 0

女 22 12 0 10 0 20 10 0 10 0 2 2 0 0 0

計 36 18 1 17 0 33 16 0 17 0 3 2 1 0 0

男 17 9 0 8 0 14 8 0 6 0 3 1 0 2 0

女 11 3 0 8 0 10 3 0 7 0 1 0 0 1 0

計 28 12 0 16 0 24 11 0 13 0 4 1 0 3 0

男 30 0 0 30 0 29 0 0 29 0 1 0 0 1 0

女 31 0 0 31 0 25 0 0 25 0 6 0 0 6 0

計 61 0 0 61 0 54 0 0 54 0 7 0 0 7 0

男 14 1 0 13 0 14 1 0 13 0 0 0 0 0 0

女 13 0 0 13 0 13 0 0 13 0 0 0 0 0 0

計 27 1 0 26 0 27 1 0 26 0 0 0 0 0 0

男 14 10 0 4 0 14 10 0 4 0 0 0 0 0 0

女 8 2 0 6 0 7 2 0 5 0 1 0 0 1 0

計 22 12 0 10 0 21 12 0 9 0 1 0 0 1 0

男 2 0 0 2 0 2 0 0 2 0 0 0 0 0 0

女 11 0 0 11 0 11 0 0 11 0 0 0 0 0 0

計 13 0 0 13 0 13 0 0 13 0 0 0 0 0 0

男 91 26 1 64 0 86 25 0 61 0 5 1 1 3 0

女 96 17 0 79 0 86 15 0 71 0 10 2 0 8 0

計 187 43 1 143 0 172 40 0 132 0 15 3 1 11 0

男 29 14 0 15 0 29 14 0 15 0 0 0 0 0 0

女 24 10 0 14 0 22 10 0 12 0 2 0 0 2 0

計 53 24 0 29 0 51 24 0 27 0 2 0 0 2 0

男 29 14 0 15 0 29 14 0 15 0 0 0 0 0 0

女 24 10 0 14 0 22 10 0 12 0 2 0 0 2 0

計 53 24 0 29 0 51 24 0 27 0 2 0 0 2 0

男 15 12 0 3 0 15 12 0 3 0 0 0 0 0 0

女 4 2 0 2 0 4 2 0 2 0 0 0 0 0 0

計 19 14 0 5 0 19 14 0 5 0 0 0 0 0 0

男 15 12 0 3 0 15 12 0 3 0 0 0 0 0 0

女 4 2 0 2 0 4 2 0 2 0 0 0 0 0 0

計 19 14 0 5 0 19 14 0 5 0 0 0 0 0 0

男 5 3 2 0 0 0 0 0 0 0 5 3 2 0 0

女 9 5 1 0 3 0 0 0 0 0 9 5 1 0 3

計 14 8 3 0 3 0 0 0 0 0 14 8 3 0 3

男 9 7 0 1 1 6 5 0 1 0 3 2 0 0 1

女 5 3 0 2 0 3 1 0 2 0 2 2 0 0 0

計 14 10 0 3 1 9 6 0 3 0 5 4 0 0 1

男 28 10 0 18 0 28 10 0 18 0 0 0 0 0 0

女 8 3 0 5 0 7 3 0 4 0 1 0 0 1 0

計 36 13 0 23 0 35 13 0 22 0 1 0 0 1 0

男 82 12 13 57 0 77 12 9 56 0 5 0 4 1 0

女 19 1 3 14 1 17 1 3 13 0 2 0 0 1 1

計 101 13 16 71 1 94 13 12 69 0 7 0 4 2 1

男 10 5 0 5 0 10 5 0 5 0 0 0 0 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 10 5 0 5 0 10 5 0 5 0 0 0 0 0 0

脳科学研究所

量子情報科学研究所

観光学部

教育学術情報図書館

教育博物館

学術研究所

音楽学科

芸術教育学科

芸術学部

リベラルアーツ学科

リベラルアーツ学部

観光学科

乳幼児発達学科

教育学部

アート・デザイン学科

演劇・舞踊学科

パフォーミング・アーツ学科

メディア・デザイン学科

教育学科



教 職 員 在 籍 者 数 （所属別）
令和5年5月1日現在

合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート

教　職　員 教　　員 職　　員

男 48 8 0 40 0 41 1 0 40 0 7 7 0 0 0

女 22 6 0 11 5 11 0 0 11 0 11 6 0 0 5

計 70 14 0 51 5 52 1 0 51 0 18 13 0 0 5

男 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

女 4 2 0 1 1 1 0 0 1 0 3 2 0 0 1

計 4 2 0 1 1 1 0 0 1 0 3 2 0 0 1

男 48 8 0 40 0 41 1 0 40 0 7 7 0 0 0

女 26 8 0 12 6 12 0 0 12 0 14 8 0 0 6

計 74 16 0 52 6 53 1 0 52 0 21 15 0 0 6

男 23 6 0 17 0 23 6 0 17 0 0 0 0 0 0

女 27 10 0 17 0 23 6 0 17 0 4 4 0 0 0

計 50 16 0 34 0 46 12 0 34 0 4 4 0 0 0

男 5 3 1 1 0 2 2 0 0 0 3 1 1 1 0

女 4 3 0 0 1 0 0 0 0 0 4 3 0 0 1

計 9 6 1 1 1 2 2 0 0 0 7 4 1 1 1

男 4 2 1 1 0 2 1 0 1 0 2 1 1 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 4 2 1 1 0 2 1 0 1 0 2 1 1 0 0

男 4 4 0 0 0 0 0 0 0 0 4 4 0 0 0

女 8 7 0 0 1 0 0 0 0 0 8 7 0 0 1

計 12 11 0 0 1 0 0 0 0 0 12 11 0 0 1

男 8 4 0 0 4 0 0 0 0 0 8 4 0 0 4

女 40 6 1 0 33 0 0 0 0 0 40 6 1 0 33

計 48 10 1 0 37 0 0 0 0 0 48 10 1 0 37

男 12 10 2 0 0 0 0 0 0 0 12 10 2 0 0

女 25 16 0 0 9 0 0 0 0 0 25 16 0 0 9

計 37 26 2 0 9 0 0 0 0 0 37 26 2 0 9

男 24 18 2 0 4 0 0 0 0 0 24 18 2 0 4

女 73 29 1 0 43 0 0 0 0 0 73 29 1 0 43

計 97 47 3 0 47 0 0 0 0 0 97 47 3 0 47

男 3 3 0 0 0 0 0 0 0 0 3 3 0 0 0

女 20 4 7 0 9 0 0 0 0 0 20 4 7 0 9

計 23 7 7 0 9 0 0 0 0 0 23 7 7 0 9

男 3 2 0 1 0 0 0 0 0 0 3 2 0 1 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 3 2 0 1 0 0 0 0 0 0 3 2 0 1 0

男 6 5 0 1 0 0 0 0 0 0 6 5 0 1 0

女 20 4 7 0 9 0 0 0 0 0 20 4 7 0 9

計 26 9 7 1 9 0 0 0 0 0 26 9 7 1 9

男 6 5 0 1 0 0 0 0 0 0 6 5 0 1 0

女 5 3 0 0 2 0 0 0 0 0 5 3 0 0 2

計 11 8 0 1 2 0 0 0 0 0 11 8 0 1 2

男 2 1 0 1 0 0 0 0 0 0 2 1 0 1 0

女 10 3 0 2 5 0 0 0 0 0 10 3 0 2 5

計 12 4 0 3 5 0 0 0 0 0 12 4 0 3 5

男 8 6 0 2 0 0 0 0 0 0 8 6 0 2 0

女 15 6 0 2 7 0 0 0 0 0 15 6 0 2 7

計 23 12 0 4 7 0 0 0 0 0 23 12 0 4 7

男 7 7 0 0 0 0 0 0 0 0 7 7 0 0 0

女 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0

計 9 9 0 0 0 0 0 0 0 0 9 9 0 0 0

男 6 4 2 0 0 0 0 0 0 0 6 4 2 0 0

女 6 3 1 0 2 0 0 0 0 0 6 3 1 0 2

計 12 7 3 0 2 0 0 0 0 0 12 7 3 0 2

男 13 11 2 0 0 0 0 0 0 0 13 11 2 0 0

女 8 5 1 0 2 0 0 0 0 0 8 5 1 0 2

計 21 16 3 0 2 0 0 0 0 0 21 16 3 0 2

男 5 5 0 0 0 0 0 0 0 0 5 5 0 0 0

女 4 3 1 0 0 0 0 0 0 0 4 3 1 0 0

計 9 8 1 0 0 0 0 0 0 0 9 8 1 0 0

男 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0

女 3 2 1 0 0 0 0 0 0 0 3 2 1 0 0

計 5 4 1 0 0 0 0 0 0 0 5 4 1 0 0

男 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

女 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0

計 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0

男 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

女 5 2 1 0 2 0 0 0 0 0 5 2 1 0 2

計 5 2 1 0 2 0 0 0 0 0 5 2 1 0 2

男 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0

女 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0

計 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0

男 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0

女 8 5 1 0 2 0 0 0 0 0 8 5 1 0 2

大学国際教育課

K-12国際教育課

国際教育センター

入試課

入試広報課

入試広報部

キャリアセンター

継続学習センター

国際教育戦略課

研究推進課

知財戦略課

研究推進事業部

学生支援課

学修支援課

学生支援センター

ＴＡＰセンター

ＩＣＴ教育研究センター

教務課

学務課

授業運営課

教学部

教職課程支援室

教員研修室

教師教育リサーチセンター

ＥＬＦセンター



教 職 員 在 籍 者 数 （所属別）
令和5年5月1日現在

合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート

教　職　員 教　　員 職　　員

計 9 6 1 0 2 0 0 0 0 0 9 6 1 0 2

男 769 301 24 439 5 666 232 9 425 0 103 69 15 14 5

女 544 171 18 281 74 351 92 4 255 0 193 79 14 26 74

計 1313 472 42 720 79 1017 324 13 680 0 296 148 29 40 79

玉川大学



教 職 員 在 籍 者 数 （所属別）
令和5年5月1日現在

合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート

教　職　員 教　　員 職　　員

男 2 1 1 0 0 2 1 1 0 0 0 0 0 0 0

女 19 4 5 10 0 17 4 3 10 0 2 0 2 0 0

計 21 5 6 10 0 19 5 4 10 0 2 0 2 0 0

男 36 21 15 0 0 26 21 5 0 0 10 0 10 0 0

女 35 15 17 3 0 27 15 9 3 0 8 0 8 0 0

計 71 36 32 3 0 53 36 14 3 0 18 0 18 0 0

男 37 25 11 1 0 34 25 8 1 0 3 0 3 0 0

女 28 11 10 7 0 24 11 6 7 0 4 0 4 0 0

計 65 36 21 8 0 58 36 14 8 0 7 0 7 0 0

男 50 33 11 6 0 47 33 9 5 0 3 0 2 1 0

女 28 14 6 8 0 25 14 5 6 0 3 0 1 2 0

計 78 47 17 14 0 72 47 14 11 0 6 0 3 3 0

男 3 1 1 1 0 1 0 0 1 0 2 1 1 0 0

女 6 2 2 1 1 1 0 0 1 0 5 2 2 0 1

計 9 3 3 2 1 2 0 0 2 0 7 3 3 0 1

男 2 1 1 0 0 0 0 0 0 0 2 1 1 0 0

女 7 2 0 1 4 1 0 0 1 0 6 2 0 0 4

計 9 3 1 1 4 1 0 0 1 0 8 3 1 0 4

男 5 2 2 1 0 1 0 0 1 0 4 2 2 0 0

女 13 4 2 2 5 2 0 0 2 0 11 4 2 0 5

計 18 6 4 3 5 3 0 0 3 0 15 6 4 0 5

男 4 4 0 0 0 0 0 0 0 0 4 4 0 0 0

女 29 12 5 4 8 0 0 0 0 0 29 12 5 4 8

計 33 16 5 4 8 0 0 0 0 0 33 16 5 4 8

男 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0

女 4 3 0 0 1 0 0 0 0 0 4 3 0 0 1

計 6 5 0 0 1 0 0 0 0 0 6 5 0 0 1

男 6 6 0 0 0 0 0 0 0 0 6 6 0 0 0

女 33 15 5 4 9 0 0 0 0 0 33 15 5 4 9

計 39 21 5 4 9 0 0 0 0 0 39 21 5 4 9

男 136 88 40 8 0 110 80 23 7 0 26 8 17 1 0

女 156 63 45 34 14 95 44 23 28 0 61 19 22 6 14

計 292 151 85 42 14 205 124 46 35 0 87 27 39 7 14

学園入試広報課

学園教学部

玉川学園

高等部

ＥＳ推進室

図書・情報活用推進室

小学部

玉川学園

幼稚部

アカデミックサポートセンター

学園教学課

中学部



教 職 員 在 籍 者 数 （所属別）
令和5年5月1日現在

合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート

教　職　員 教　　員 職　　員

男 13 10 1 2 0 0 0 0 0 0 13 10 1 2 0

女 6 2 2 1 1 0 0 0 0 0 6 2 2 1 1

計 19 12 3 3 1 0 0 0 0 0 19 12 3 3 1

男 6 5 1 0 0 0 0 0 0 0 6 5 1 0 0

女 4 2 0 1 1 0 0 0 0 0 4 2 0 1 1

計 10 7 1 1 1 0 0 0 0 0 10 7 1 1 1

男 6 6 0 0 0 0 0 0 0 0 6 6 0 0 0

女 3 2 0 0 1 0 0 0 0 0 3 2 0 0 1

計 9 8 0 0 1 0 0 0 0 0 9 8 0 0 1

男 25 21 2 2 0 0 0 0 0 0 25 21 2 2 0

女 13 6 2 2 3 0 0 0 0 0 13 6 2 2 3

計 38 27 4 4 3 0 0 0 0 0 38 27 4 4 3

男 7 4 2 1 0 0 0 0 0 0 7 4 2 1 0

女 12 9 3 0 0 0 0 0 0 0 12 9 3 0 0

計 19 13 5 1 0 0 0 0 0 0 19 13 5 1 0

男 7 4 2 1 0 0 0 0 0 0 7 4 2 1 0

女 12 9 3 0 0 0 0 0 0 0 12 9 3 0 0

計 19 13 5 1 0 0 0 0 0 0 19 13 5 1 0

男 5 5 0 0 0 0 0 0 0 0 5 5 0 0 0

女 6 4 0 0 2 0 0 0 0 0 6 4 0 0 2

計 11 9 0 0 2 0 0 0 0 0 11 9 0 0 2

男 7 1 0 6 0 0 0 0 0 0 7 1 0 6 0

女 11 3 2 6 0 0 0 0 0 0 11 3 2 6 0

計 18 4 2 12 0 0 0 0 0 0 18 4 2 12 0

男 2 1 1 0 0 0 0 0 0 0 2 1 1 0 0

女 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0

計 4 3 1 0 0 0 0 0 0 0 4 3 1 0 0

男 46 32 5 9 0 0 0 0 0 0 46 32 5 9 0

女 44 24 7 8 5 0 0 0 0 0 44 24 7 8 5

計 90 56 12 17 5 0 0 0 0 0 90 56 12 17 5

男 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0

男 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0

女 4 4 0 0 0 0 0 0 0 0 4 4 0 0 0

計 5 5 0 0 0 0 0 0 0 0 5 5 0 0 0

男 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

女 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0

計 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0

男 2 1 0 1 0 0 0 0 0 0 2 1 0 1 0

女 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0

計 3 1 1 1 0 0 0 0 0 0 3 1 1 1 0

男 6 4 0 2 0 0 0 0 0 0 6 4 0 2 0

女 5 3 1 0 1 0 0 0 0 0 5 3 1 0 1

計 11 7 1 2 1 0 0 0 0 0 11 7 1 2 1

男 6 3 0 3 0 0 0 0 0 0 6 3 0 3 0

女 3 2 0 1 0 0 0 0 0 0 3 2 0 1 0

計 9 5 0 4 0 0 0 0 0 0 9 5 0 4 0

男 15 9 0 6 0 0 0 0 0 0 15 9 0 6 0

女 15 11 2 1 1 0 0 0 0 0 15 11 2 1 1

計 30 20 2 7 1 0 0 0 0 0 30 20 2 7 1

男 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0

女 4 1 1 0 2 0 0 0 0 0 4 1 1 0 2

計 5 2 1 0 2 0 0 0 0 0 5 2 1 0 2

玉川アスレチック・デパートメント

玉川アスレチック・デパートメント

監査室

監査室

教育情報・企画部

ＥＱＡ課

情報・調査課

資金運用課

広報課

秘書課

教育情報・企画部

法人部門

法人部門

総務課

管財課

情報基盤システム課

総務部

人事課

人事部

経理部

保健センター　健康院

学友会事務部



教 職 員 在 籍 者 数 （所属別）
令和5年5月1日現在

合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート

教　職　員 教　　員 職　　員

男 2 1 1 0 0 0 0 0 0 0 2 1 1 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 2 1 1 0 0 0 0 0 0 0 2 1 1 0 0

男 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0

男 4 3 1 0 0 0 0 0 0 0 4 3 1 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 4 3 1 0 0 0 0 0 0 0 4 3 1 0 0

男 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

男 4 3 1 0 0 0 0 0 0 0 4 3 1 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 4 3 1 0 0 0 0 0 0 0 4 3 1 0 0

合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート
男 972 434 71 462 5 776 312 32 432 0 196 122 39 30 5
女 763 270 73 324 96 446 136 27 283 0 317 134 46 41 96
計 1,735 704 144 786 101 1,222 448 59 715 0 513 256 85 71 101

注１：教員は、教授、准教授、助教、講師、助手、研究員、教諭、養護教諭、常勤講師をいう。
注２：職員は、事務職員、技術職員、技術指導員、指導員、実習助手、英語ティーチングスタッフ、

　　特別免許状を保有しないIB Programs Divisionの嘱託職員6名及びPrimary Division BLES・BLES-K担当の嘱託職員2名をいう。
注３：教職員数に非常勤の理事及び監事は含まない。
注４：出向者は出向元のみでカウントし、出向先の数には含まない。

教  職  員 教    員 職    員

総合計

収益事業部門

収益事業部門

編集課

営業課

出版部

購買部



令和5年5月23日
第2回教職課程委員会

1年生 2年生 3年生 4年生

英語教育学科 50 63 58 49 220
国語教育学科※2 63 69 42 40 214

計 113 132 100 89 434
生産農学科 32 19 31 27 109

計 32 19 31 27 109
ソフトウェアサイエンス学科※ 23 17 4 12 56
マネジメントサイエンス学科※ 34 51 18 29 132
情報通信工学科 7 4 3 3 17
デザインサイエンス学科 4 - - - 4

計 68 72 25 44 209
教育学科（幼稚園） 3 5 9 12 29
教育学科（小学校） 143 145 147 141 576
教育学科（社会・公民・地歴） 46 49 23 29 147
教育学科（保健体育） 45 41 48 55 189
乳幼児発達学科 81 84 77 80 322

計 318 324 304 317 1263
芸術教育学科（音楽） - - - 31 31
芸術教育学科（美術） - - - 6 6
音楽学科 23 23 27 - 73
アート・デザイン学科 9 12 7 - 28

計 32 35 34 37 138

合計 563 582 494 514 2153

令和5年度　教職課程受講者数（通学課程）

令和5年5月1日現在

計

文学部

学部名 学科名
人数

芸術学部

農学部

教育学部

工学部

資料⑤



資料⑥





資料⑦
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1

教員養成支援の成果と課題
2023

教師教育リサーチセンター

令和6年1月16日 全学園連絡会

はじめに～2023年度の報告
❶ 教育実習の柔軟な見直し
❷ 教職課程認定申請
❸ 中学校複数免許取得
❹ 実務家教員による指導体制
❺ 教員採用試験対策講座
❻ 併設校との連携
❼ 教職研究
❽ 教員研修

Ｃｏｎｔｅｎｔｓ 成果と課題

資料１－１－３



2

令和5年度実施までの

公立学校（園）教員採用試験結果の推移
■通学課程の教員採用試験結果の推移

3

目標：名簿登載率
50％（合格率）

【通学・通信合計】

2019年度59.0％
2020年度53.2％
2021年度47.9％
2022年度59.1％
2023年度62.5％

（人）

教員採用選考試験の早期化・複線化

●令和4年10月3日 文部科学大臣が会見に
て、「2024年度より新しい教員採用選考の仕組みを
スタートさせる」ことを明言。

●令和4年12月19日 中央教育審議会「令和
の日本型学校教育」を担う教師の養成・採用・研修
等の在り方について～「新たな教師の学びの姿」の
実現と、多様な専門性を有する質の高い教職員集
団の形成～（答申） にて、教員採用選考試験実施
時期の早期化・複線化について検討する必要性を
提言。



3

2024年度実施

教員採用試験
日程

5

5/11（土） 7/6（土）・7（日）

5/12（日） 7/7（日）

6/15（土） 7/13（土）

6/16（日） 7/20（土）

6/29（土）

未定

北海道

札幌市

青森県

秋田県 岩手県

山形県
宮城県

福島県

茨

城

県

栃

木

県

千

葉

県

・

千

葉

市

埼

玉

県

東

京

都

群

馬

県

山

梨

県

新

潟

県

長

野

県

富

山

県

岐阜

県

福井県

石川県

滋

賀

県

奈

良

県

三

重

県

京都府

京都市

大阪府

大阪市

堺市
豊能地区

和

歌

山

県

兵

庫

県

・

神

戸

市

鳥

取

県

広広

島島

県市

島

根

県

山

口

県

香川県

徳島県

愛媛県

高知県

福

岡

市
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日付：令和6年6月4日 

○玉川大学教授会等運営規程

平成14年４月１日制定 

改正 

平成15年４月１日 

平成16年４月１日 

平成17年４月１日 

平成18年４月１日 

平成19年４月１日 

平成20年４月１日 

平成21年４月１日 

平成22年４月１日 

平成23年４月１日 

平成24年４月１日 

平成25年４月１日 

平成26年４月１日 

平成27年４月１日 

平成28年４月１日 

平成28年７月29日 

平成29年４月１日 

平成30年４月１日 

平成31年４月１日 

令和２年４月１日 

令和３年４月１日 

令和４年４月１日 

令和５年４月１日 

玉川大学教授会等運営規程 

（目的） 

第１条 玉川大学学則（以下「本大学学則」という。）第44条第７項並びに第46条に規定する玉川大

学教授会（以下「教授会」という。）の運営について、学校法人玉川学園会議等運営規程のほか、

本規程に定める。 

（会議） 

第２条 教授会は毎月これを開会する。 

２ 教授会の議長は、学部長がこれに当たる。 

３ 教授会は、特に定めのある場合を除き、構成員の過半数の出席をもって成立する。 

４ 教授会に係る事務主管は教学部とする。 

（審議事項） 

第３条 本大学学則第44条第５項及び第６項の審議並びに第７項の運営については、次の各号による。 

(１) 学部長が必要と認めた場合には、学科ごとに審議し、学部教授会の意見とすることができる。

(２) 本大学学則第44条第５項第１号の「入学者の決定」については、学長が委嘱した各学部入学

試験判定会議において審議し、学長がこれを決定する。

(３) 学長又は学部長は、前号の決定を学部教授会に報告するものとする。

(４) 教員の任用、昇格にあたっての教員資格審査については、予め学長が委嘱した教員資格審査

委員会で審議し、学長が決定する。

（審議事項の報告） 

第４条 教授会の審議の結果は、学科主任等により、必要に応じ速やかに各学科に報告するものとす

る。 

（各委員会） 

第５条 本大学学則第46条に基づき、教務委員会、教職課程委員会、学生委員会、入学試験運営委員
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会、課外活動支援委員会、キャリア・就職指導委員会、ＦＤ委員会、大学学事運営委員会、国際教

育推進委員会、インターンシップ委員会、ＥＬＦ運営委員会、及びＩＲ委員会を置く。また、教育

学部には、通信教育課程入学選考委員会を置く。 

２ 各委員会の委員は、毎年度当初、学部長等が各学科主任等の意見を徴し、学長に推薦し、学長が

任命する。 

３ 委員会は、学長の諮問に答え、審議の結果を答申する。また、委員会は、必要な事項を審議し、

大学部長会に建議又は学長に上申することができる。 

（教職課程委員会） 

第７条 教職課程委員会は、教師教育リサーチセンター長を委員長とし、各学部の教職担当及び事務

担当をもって構成する。 

２ 委員長が必要と認めたときは、本委員会に前項以外の教職員を出席させることができる。 

３ 教職課程委員会は、次の事項を審議する。 

(１) 教職に関する事項

(２) 教職課程に関する事項

(３) 教職課程のカリキュラムに関する事項

(４) 教育職員免許状・保育士資格、その他の資格に関する事項

(５) その他本委員会に属する事項

４ 教職課程委員会は、委員長が招集し開催する。 

５ 教職課程委員会は、原則として毎月開催する。 

６ 事務主管は教師教育リサーチセンターとする。 



教員養成部会 自己点検・評価結果 2023 
1.審議会議からの改善指摘事項の進捗状況（該当する分科会、部会のみ）

1-1.第 3 期認証評価において指摘された「改善課題」「是正勧告」の進捗状況 ⇒なし

1-2.各分科会・部会等における点検・評価結果（2022 年度）に基づく全学的観点からの課題の進捗状況 ⇒なし

2.大学基準協会評価基準に基づく点検・評価結果

第 4 期認証評価 評価基準（該当項目抜粋） 
基準２ 内部質保証 
評価項目① 
内部質保証のための方針を適切に設定していること。また、教育の充実と学習成果の向上を図るために、内部質保証システムを整備し、適切に機能させていること。 
＜評価の視点＞ 
・大学全体規模や学部、研究科その他の組織（教職課程を実施する全学的組織を含む）における自己点検・評価をそれぞれ定期的に実施し、その結果を活用して改善・向上に取り組んでいるか。

・学部、研究科その他の組織における自己点検・評価の客観性、妥当性を高めるために、学生の意見や外部の視点を取り入れるなどの工夫をしているか。

・行政機関、認証評価機関等から指摘事項があった場合、それに適切に対応しているか。

基準４ 教育・学習 
別添 「評価項目・評価の視点」参照 ⇒各学部の 3 つのポリシーを起点とした評価基準ですが、教員養成部会で該当する基準があれば取り上げてください。 

基準７ 学生支援 
評価項目① 
学生支援に関する大学としての方針に基づき、学生支援の体制を整備し、適切に実施していること。 
＜評価の視点＞ 
・学生支援に関する大学としての方針に基づき、各種の学生支援体制を整備し、教員と職員がそれぞれ役割を果たしながら支援を行っているか。

・各種の学生支援にあたり、専門的な知識・能力や経験を有する者を含む必要なスタッフを配置しているか。

・学生支援に関する情報を学生に積極的に提供するとともに、その支援は学生の利用しやすさに配慮しているか。

［修学支援（学習面）］

・学生が能力に応じて自律的に学習を進められるようサポートする仕組みを整備しているか（補習教育、補充教育、学習に関わる相談等）。

［進路支援］

・各学位課程（学士課程、修士課程や博士課程など）や分野等における必要性、個々の学生の特性等に応じ、就職支援のほか、職業的自立に向けたキャリア教育・キャリア形成支援等の進路支援を

行っているか。

評価項目② 
学生支援に関わる状況を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組んでいること。 
＜評価の視点＞ 
・学生支援に関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現状や成果が上がっている取り組み及び課題を適切に把握しているか。

・点検・評価の結果を活用して、学生支援に関わる事項の改善・向上に取り組み、効果的な取り組みへとつなげているか。

基準９ 社会連携・社会貢献 
評価項目① 
社会連携・社会貢献に関する方針に基づき、社会連携・社会貢献に関する取り組みを実施していること。また、教育研究成果を適切に社会に還元していること。 
＜評価の視点＞ 
・社会連携・社会貢献に関する方針のもと、学外機関、地域社会等との連携、大学が生み出す知識、技術等を社会に還元する取り組みを行っているか。

・社会連携・社会貢献に関する取り組みにより、地域や社会の課題解決等に貢献し、大学の存在価値を高めることにつながっているか。

評価項目②

社会連携・社会貢献活動の状況を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組んでいること。

＜評価の視点＞

・社会連携・社会貢献に関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現状や成果が上がっている取り組み及び課題を適切に把握しているか。

・点検・評価の結果を活用して、社会連携・社会貢献に関わる事項の改善・向上に取り組み、効果的な取り組みへとつなげているか。
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No. 
基

準 
現状（問題点） 改善策（実施年度 又は 実施予定年度） 

改善策 

実施組織 

左記問題点、 
改善策を 

共有した会議等 

大学分科会
での検討を

希望 

1 2 教職課程認定審査において必要専任教員数を充足する必要があるが、当該教員の研究業

績が要件を満たしているかどうかを常時把握することができていない。 

申請後に業績不足を指摘された場合に新採用教員で補充することは困難である。また、場

合によっては、申請学科以外の教員を所属変更せざるをえない可能性もあるため、申請予

定の専任教員の業績確認を研究者情報システムの活用等で、可能な体制を構築したい（令

和 6 年度検討、令和７年度実施）。 

教師教育リサーチ

センター教職課程

支援室 

大学部長会 

教務委員会 

教職課程委員

会 

FD 委員会 

〇 

2 4 令和 6 年度入学生より 2 年次で介護等体験を特別支援学級で実施することになるが、必修

科目「特別支援教育」の履修は 3 年次の学科が多い。 

理論と実践の往還を実現させるためには、介護等体験を実施する学年・学期で履修できる

のが望ましい。令和 7 年度はすでに教職課程認定を申請する学科があり変更できないた

め、令和 8 年度入学生以降の履修モデルを変更できるかどうかを令和 6 年度より検討する。 

教師教育リサーチ

センター教職課程

支援室 

大学部長会 

教務委員会 

教職課程委員

会 

しない 

3 9 公立学校の教員を対象とした研修を開発し実施しているが、私立学校（特に併設校）との連

携のもとで研修開発が行えていない。 

教師教育リサーチセンター所属の非常勤講師のうち、全国各地で研修を行っている教員を

中心とした取り組みを企画する（令和７年度）。 

教師教育リサーチ

センター教員研修

室 

併設校部長連

絡会 

しない 

No.
基

準 
現状（長所） 発展方策（実施年度 又は 実施予定年度） 

発展方策 

実施組織 

左記長所、 
発展方策を 

共有した会議等 

大学分科会
での検討を

希望

1 2 文部科学省が中央教育審議会等で示した方針に基づき、全学的な事項を協議する教職課程

委員会を軸とした審議により学内の方針策定を迅速に進める体制が整っている。 

常任会および教学部との連携を強化する（令和 6 年度）。 教師教育リサーチ

センター教職課程

支援室 

常任会 しない 

2 2 教職課程認定申請で提出した教員以外が教職関連科目を担当する場合には、シラバスに関

わる研究業績を 10 年以内に複数保持していることを確認する学内審査体制が整っている。 

現状は紙ベースでの申請・確認を実施しているが、教員採用のシステム化を参考にして方

法の変更を検討する（令和 7 年度）。 

教師教育リサーチ

センター教職課程

支援室 

教職課程委員

会 

教職サポートル

ーム会 

しない 

3 4 「教育実習」の在り方について柔軟に見直し、学校現場における活動を単位化する科目を新

設し、「単位の実質化」をふまえたカリキュラム編成を実現している。 

令和 6 年度入学生から「学校体験活動 A～D」「介護等体験」を新設するのは通学課程の

みなので、通信教育課程において同様の枠組みを実施するための課題を検討する（令和

8 年度）。 

教師教育リサーチ

センター教職課程

支援室 

大学部長会 

教務委員会教

職課程委員会 

しない 

4 4 教職課程認定申請で提出したシラバスを共通化し、教務システムに登録している。 小学校二種免許を特例で開設可能とする教職課程を申請するため、関連科目を共通シラ

バス化する（令和 7 年度）。 

教師教育リサーチ

センター教職課程

支援室 

教職課程委員

会 

しない 

5 4 ICT を活用した授業を実践できる教員を養成するために、1 年次に必修科目を開設し、2 年

次以降では教職講座における振り返りにより強化するプログラムを編成している。また、学校現

場における使用率が 50％を超える Google アカウントを 1 年次より学生に配付し、授業・教職

講座等の取り組みで活用している。 

2 年次以降に実施しているＩＣＴ講座について、著名な講師を招聘する（令和 6 年度）。 教師教育リサーチ

センター教職課程

支援室 

教職課程委員

会 

教職サポートル

ーム会 

しない 

6 7 教員志望の学生を対象とした「教職課程受講支援プログラム」を 1 年次から 4 年間かけて学

ぶ仕組みを整えている。 

教職講座の参加率が低下傾向にあるので、参加率が高い学生の教員採用試験合格率を

示しながら、学生の意識を高める取り組みを行う。また、学生のニーズを確認のうえ内容を

厳選し再構築する（令和 6 年度）。 

教師教育リサーチ

センター教職課程

支援室 

教職課程委員

会 

教職サポートル

ーム会 

しない 

7 7 現場経験が豊富な小学校・中学校・高等学校の校長、幼稚園長・保育所長、教育行政経験

者を擁する教職サポートルームを設置し、教員志望の学生のキャリア形成支援を行っている。 

令和 5 年度に首都圏以外で 2 桁の受験学生がいる自治体に教職講座・実習指導担当の

客員教授を配置した。令和 6 年度には毎年受験学生がいる自治体、令和 7 年度からは少

数でも第 1 希望で受験希望がある自治体の客員教授を配置予定。 

教師教育リサーチ

センター教職課程

支援室 

教職課程委員

会 

教職サポートル

ーム会 

しない 

8 7 学校現場や社会の要請に応えられるよう、幼稚園と保育士、幼稚園と小学校、小学校と中学

校、中学校と高等学校、中学校で複数教科などの組み合わせで免許・資格を取得できる仕組

みを整えている。 

学生に免許の組み合わせごとの特徴・効用を示しながら、複数免許取得者を増やす。 

また、中学校で複数教科の免許取得を可能とする検討を進める（令和 6 年度）。 

教師教育リサーチ

センター教職課程

支援室 

教職課程委員

会 

しない 

9 7 教員養成の質保証を目指す施策・運営は職員が策定・立案し、教育的な指導は教員が担うと

いう役割分担で、学生支援体制を整備し円滑に進めている。 

教育実習訪問指導について、現行は大学から 2 時間以内の場所にある学校のみ実施し、

その他の地域は専任教員が電話対応していた。 

令和 6 年度より首都圏は全域実施、地方も客員教授を配置した地域は順次実施し、令和

11 年度までに 100％の実施を目指す。その中でも上記№6 の発展方策により、専任教員の

教師教育リサーチ

センター教職課程

支援室 

教職課程委員

会 

教職サポートル

ーム会 

しない 



負担は軽減する方向で進めている。 

10 7 自主学修室を設置し、全国の教員採用試験過去問題集や試験対策に役立つ書籍を取り揃

え、学生が学ぶ場所を提供している。自主学修室や模擬授業室には、黒板および電子黒板

を設置し、授業実施の際に必要な板書や機器の操作を練習できる環境を整えている。 

自主学修室は教職課程の専門図書室という位置づけであるというＰＲを積極的に行い、利

用件数を増加させる。コロナ禍により中断してしまったガイダンスを再開することも一案だ

が、教職課程 1 年次の「一年次セミナー101」で紹介する機会を設けるなど、新たな対応案

も検討する（令和 6 年度）。 

教師教育リサーチ

センター教職課程

支援室 

教職課程委員

会 

教職サポートル

ーム会 

しない 

11 9 近隣の自治体と毎年開催している「教育実習に関する協議会」にて学校現場の課題を把握

し、社会連携・社会貢献に関わる事項の改善・向上に効果的につなげている。 

現在は町田市、横浜市、川崎市、相模原市の校長会長等との意見交換の場となっている。 

今後は令和 6 年度より新たに始まる介護等体験を受け入れていただいた自治体（稲城市・

狛江市・豊島区・世田谷区・渋谷区・厚木市・海老名市・藤沢市等）との協議会実施を検討

する（令和 6 年度）。 

教師教育リサーチ

センター教職課程

支援室 

教職課程委員

会 

教職サポートル

ーム会 

しない 

12 9 「教師教育フォーラム」を教職大学院との共催により毎年開催し、教職に関する知識を社会に

還元している。 

有識者による講演および大学教員、現職教員等によるシンポジウムをオンラインで、教科ご

との分科会はハイブリッド型で開催。近隣地域だけでなく、遠方の現職教員等学校関係

者、教員養成に携わる大学教職員、教員志望学生、教育研究者、教育委員会関係の方々

等、全国の教育に携わる方に参加していただく。今日的課題についての講演や事例研究

を通した話題提供により教育実践の充実に繋げる（令和 6 年度）。 

教師教育リサーチ

センター教員研修

室 

教職課程委員

会 

教職サポートル

ーム会 

しない 

13 9 教育委員会との連携のもと、校長研修・中堅教員研修・指導主事研修・ペーパーティーチャー

研修を実施し、教員の資質能力の向上に寄与している。 

教職員支援機構（NITS）の玉川大学センターとして教育委員会を訪問し、学校現場の状

況や研修受講者のニーズ等を把握、研修内容の精選や受講者間の学び合いの場の充実

を図る。従来実施している校長研修・中堅教員研修・指導主事研修・ペーパーティーチャ

ー研修に加えて、新たに、副校長・教頭研修を実施。また、中堅教員研修では、従来の「特

色ある教育活動を推進するマネジメント力の育成」から「校内の研究・研修をマネジメントす

るファシリテーターの育成」を目的とする内容に変更。教職員の資質能力の向上を目指した

研修の高度化および体系化を図る（令和 6 年度）。 

教師教育リサーチ

センター教員研修

室 

教職課程委員

会 

しない 

14 9 「年報」「教員養成研究」を発行し、本学教員の教職に関する知識の発表の場を設けるととも

に、社会に還元している。 

研究活動成果として、『年報（14 号）』を発行予定。原著論文、実践報告、教育実習報告

等、各種データ等を掲載し、本学の教師教育研究における取組やデータを公表。また、教

職サポートルーム客員教員による教職課程科目に関わる事例研究や報告を目的とした『教

員養成研究（第 21、22、23、24 号）』を発行予定（令和 6 年度）。 

教師教育リサーチ

センター教員研修

室 

教職課程委員

会 

しない 

15 9 教師・保育者になった卒業生と大学の交流の場として、「教師・保育者の集い」を毎年開催し

ている。 

毎年コスモス祭の初日に開催することで、玉川の丘に戻ってくる卒業生が参加しやすいイ

ベントにしていく。講師は大学の現職教員に限定せずに、社会的な著名人や OB・OG 教

員を招聘する（令和 6 年度）。 

教師教育リサーチ

センター

教職課程委員

会 

教職サポートル

ーム会 

しない 

16 10 教職課程「FD・SD 研修会」を開催し、教員養成大学としてより質の高い教員養成を目指した

今後の取組について、教職員の理解を深め、これからの教育活動への意識を高める機会とす

る。 

社会の変化に対応する学校教育と教員の資質能力の向上を目指し、最新の中央教育審

議会の答申を踏まえた具体的なテーマを設定して実施。文部科学省の取組指針等の最新

情報を提供することで、今後の教職課程の在り方を再認識していただく。従来のオンライン

開催を継続することで、対面開催よりも多くの教職員に参加していただく。（令和 6 年度） 

教師教育リサーチ

センター教員研修

室 

教職課程委員

会 

教職サポートル

ーム会 

FD 委員会 

しない 
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※ 提出日以降に実施の予定（今年度内）がある場合は予定としてご記入ください。

教員養成部会 

第 1 回 4 月 18 日（火） 1. 教職課程委員会委員の委嘱ならびに開催日程に関する件 
2. 「2023 教職課程受講ガイド修正」に関する件【英語教育学科】

3. 令和 5 年度入学生 教育学部教育学科中学校 2 種免許（数学）受講条件変更

に関する件

4. 学校・その他教育現場 体験活動 欠席届に関する件

第 2 回 5 月 23 日（火） 1. 令和 6 年度入学生以降「教育実習」実施期間・単位数の変更に関する件

2. 令和 6 年度入学生以降「教育実習」および「教職実践演習」の実施時期に関す

る件

3. 令和 6 年度入学生以降「学校体験活動」の取り扱いに関する件

4. 令和 5 年度入学生以降「教育インターンシップＡ～Ｄ」の科目名称変更に関す

る件

5. 令和 6 年度以降 「介護等体験」の運用変更に関する件 

第 3 回 6 月 20 日（火） 1. 令和 6 年度以降「介護等体験」の実施場所変更に関する件

2. 令和 6 年度入学生以降「学校体験活動」および「介護等体験」の運営に関する

件

3. 令和 6 年度 ｢教職実践演習｣｢教育実習事前指導｣｢学校体験活動Ⅰ」の授業

時間割に関する件

4. 令和 6 年度以降「教育実習｣｢学校体験活動｣｢介護等体験」の評価方法に関す

る件

5. 令和 4 年度入学生ダブル免許プログラム履修モデル変更に関する件

第 4 回 7 月 25 日（火） 1. 「学校体験活動 A～D」および「介護等体験」に関する件（科目名称の再審議に

関する件／教職課程表に関する件／シラバスに関する件） 

2. 令和 6 年度以降「介護等体験」の運営に関する件（社会福祉施設での介護等体

験実施希望に関する件／「大学が独自に設定する科目」申請に関する件／中

学校・小学校免許併有希望学生の配当先に関する件・実施時期の指定および

令和 6 年度授業時間割調整に関する件／学生の提出書類の一部流用に関す

る件／事後指導の実施形式に関する件）

3. 令和 6 年度入学生以降「学校体験活動」の運営に関する件（実施時期の指定

および令和 6 年度授業時間割調整に関する件／事後指導の実施形式に関する

件）

4. 令和 6 年度入学生以降 教職課程受講条件の見直しに関する件

5. 令和 6 年度入学生以降 科目等履修生受講条件に関する件

6. 令和 5 年度入学生ダブル免許プログラム履修モデル変更に関する件

7. 彩の国かがやき教師塾の学内考査および出願書類に関する件

第 5 回 9 月 19 日（火） 1. 令和 6 年度以降介護等体験・学校体験活動の運営に関する件 

～実施時期の確定及び令和 6 年度授業時間割調整の見通しについて～ 

2. 令和 6 年度入学生 教職課程受講条件等の検討に関する件

3. 令和 6 年度科目等履修生に対する「教職課程科目受講希望者の留意事項」の

確認に関する件

4. 令和 6 年度入学生対象 教科及び教科の指導法に関する科目 変更に関する

件【情報通信工学科】【マネジメントサイエンス学科】

第 6 回 10 月 17 日

（火） 

1. 令和 6 年度入学生以降 「学校体験活動」「教育・保育体験活動」「介護等体験」

シラバスに関する件

2. 令和 6 年度入学生以降「学校体験活動」「教育・保育体験活動」令和 7 年度入

資料１－２－４
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学生以降「介護等体験」科目担当者選定基準に関する件 

3. 令和 6 年度 学校体験活動 A の運営に関する件 

～事前・中間・事後指導実施計画（案）について～ 

4. 令和 6 年度 介護等体験の運営に関する件（令和 6 年度実施分 時間割調整

見通しに関する件／事前・中間・事後指導実施計画（案）に関する件） 
7.令和 6 年度入学生対象 大学が独自に設定する科目 変更に関する件【国語教

育学科】 

8. 令和 6 年度入学生対象 大学が独自に設定する科目 変更に関する件【情報通

信工学科】 

9. 令和 6 年度ダブル免許プログラム履修モデル（案）に関する件 

10. 公立学校教員採用候補者選考大学推薦における学内選考制度実施要項に

関する件 

第 7 回 11 月 21 日

（火） 

1. 令和 6 年度入学生以降 「学校体験活動」「教育・保育体験活動」「介護等体験」

シラバスに関する件 

2.  令和 6 年度入学生 教職課程受講条件等に関する件 

3. 「教育・保育体験活動に関する規則」制定に関する件 

4. 「介護等体験に関する規則」・「教育実習に関する規則」改訂に関する件 

5. 令和５年度 参観実習実施報告及び再受講者の実施、および令和６年度以降

「学校体験活動 A（参観実習）」欠席者の扱いに関する件 

6. 令和 6 年度入学生以降 転・編入学生、転学部・転学科生の対応に関する件 

7. 学芸員資格に関するガイダンスの変更事項に関する件 

第 8 回 12 月 12 日

（火） 

1. 「教育・保育体験活動に関する規則」制定に関する件 

2.  「介護等体験に関する規則」・「教育実習に関する規則」・「教職課程履修規

則」改訂に関する件 

3. 教育職員免許法施行規則の一部改正による教科専門の科目区分の統合等対

応に関する件 

4. 令和 6 年度入学生以降 転・編入学生、転学部・転学科生の対応に関する件 

5. 令和 6 年度「教育実習事前指導」「教職実践演習」計画に関する件 

6. 免許法施行規則第 66 条の 6 に定める科目「数理・データサイエンス・AI リテラ

シー」追加に関する件【教育学部】 

第 9 回 1 月 23 日（火） 1. 教職課程受講継続判定および教育実習受講判定に関する件 

2. 令和 6 年度入学生以降 転・編入学生、転学部・転学科生の対応に関する件 

3. 令和 6 年度以降 介護等体験の実施に関する件   

4. 教職課程 FD・SD 研修会について 

第 10 回 3 月 5 日（火） 

※予定 

1. 教職課程受講許可・継続判定に関する件 

2. ダブル免許各種プログラムの受講判定に関する件 

3. 博物館実習受講許可に関する件 

4. 各資格取得判定に関する件 

5. 令和 6 年度 教職課程委員会の開催に関する件 
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教員養成部会報告

教員養成部会

教師教育リサーチセンター 高橋 正彦

2024年2月26日（月）

2023年度教育研究活動等点検調査委員会
大学共通部会

本学の教員養成

2

・本学が目指す教師像

玉川教師訓「子供に慕われ、親たちに敬われ、同僚に愛せられ、

校長に信ぜられよ」を実践できる教師の育成を本学は目指します。

そのために、次の力量を備えた教師を養成します。

①確かな学力と健やかな体を育てる「学習指導力」

②豊かな心を育て自己実現を図る「幼児・児童・生徒指導力」

③ともに高めあうクラスをつくる「学級経営力」

④新たな学校づくりを推進する「協働力」

・公立学校教員採用試験名簿登載率50％の実現

・教師教育・教員養成に関する研究と研修の推進

資料１－２－５
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2

文部科学行政の主な動き

3

◆「令和の日本型学校教育」の構築を目指して ～全ての子供たちの
可能性を引き出す、個別最適な学びと、協働的な学びの実現～

（令和3年1月26日答申）

◆教職課程の自己点検・評価及び全学的に教職課程を実施する組織に
関するガイドライン（令和4年4月から義務化）

（令和3年5月7日教職課程の質保証のためのガイドライン検討会議）

・教職課程の自己点検・評価

・全学的に教職課程を実施する組織体制の整備

◆『令和の日本型学校教育』を担う教師の養成・採用・研修等の在り
方について ～「新たな教師の学びの姿」の実現と、多様な専門性を
有する質の高い教職員集団の形成～（令和4年12月19日答申）

令和4年12月答申の示す養成の方向性

4

1.理論と実践の往還を重視した教職課程への転換

「教育実習」等の在り方の見直し

「学校体験活動」の積極的な活用

２．教職課程における多様な専門性を有する教師の養成

小学校の専科指導優先実施教科（外国語、理科、算数、体育）に相当す
る中学校教員養成課程を開設する学科等において、小学校教員養成課程
の設置が可能

３．優れた人材を確保できる教員採用等の在り方の検討

公立学校教員採用選考試験の早期化・複数回実施

４．義務教育9年間を見通した教員免許の在り方を踏まえた方策

小学校教諭と中学校教諭の両免併有の促進

５．教員養成大学・学部、教職大学院の高度化・機能強化
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3

本学の取り組み

5

・学校体験活動を活用した「教育実習」の見直し

・介護等体験の特別支援学級での実施

・小学校2種免許状教職課程認定申請（令和7年度入学生対象）

・公立学校教員採用試験の3年生受験対応

・教職課程受講支援プログラムの見直し

・ダブル免許プログラムの推進

教職課程の自己点検・評価の実施

本学の教員養成における課題

6

●課程認定申請における必要専任教員数充足のための研究業績の促進
（教員免許取得に必要な科目の業績）

●「理論と実践の往還」を重視した介護等体験の在り方等の検討

●現職教員研修の充実

●質の高い教員養成と質保証

改善策の実施 ⇒ 長所へ
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教師教育フォーラム

　教師教育フォーラムは教師教育リサーチセンターと
教職大学院との共同開催イベントです。
　午前の部は「新しい時代（変化の時代）に対応できる
質の高い教職員集団の形成に向けて」をテーマに掲げ、
講演者に様々なお立場からご報告いただきます。
　午後の部は教職大学院分科会を行います。4 つの分
科会に分かれ、それぞれの専門分野について情報共有、
意見交換をしていただきます。
　社会の変化に伴い、学校教育も大きく変化している
中で、『令和の日本型学校教育』を担う質の高い教職
員集団の形成に向けた様々な取り組みについて、みな
さまと共に考える機会にしたいと考えております。

学長挨拶　小原　芳明
9：30～12：00  教師教育フォーラム

プログラム

13：00～15：30  教職大学院 分科会

講　演

シンポジウム

10月21日　土
 9：30～15：30
2023年

玉川大学

新しい時代（変化の時代）に対応できる
質の高い教職員集団の
形成に向けて

主 催
教師教育リサーチセンター

共 催
教職大学院

後 援
町田市教育委員会、稲城市教育委員会、神奈川県教育委員会、
横浜市教育委員会、川崎市教育委員会、相模原市教育委員会、
時事通信出版局、協同出版、日本語検定委員会、
玉川学園K-12

問い合わせ先
玉川大学教師教育リサーチセンター
〒194-8610 東京都町田市玉川学園6-1-1
TEL：042-739-7097　FAX：042-739-8857
e-mail：t-kenshu@tamagawa.ac.jp  HP：www.tamagawa.jp

●国語科教育 ●英語教育
●特別支援教育　　●教員の人材育成 詳細は裏面をご覧ください。

●新しい時代（変化の時代）に対応できる質の高い教職員集団の形成に向けて
後藤　教至 氏（文部科学省総合教育政策局　教育人材政策課長）

●「新たな教師の学びの姿」の実現に向けた研修と教員の確保について
栗原　健 氏（東京都教職員研修センター　研修部長）　

●新たな学びのスタイルを目指した秦野のチャレンジ～末広スタイル～
吉田　正也 氏（秦野市立末広小学校　校長）

●理論と実践の往環を重視した教職課程カリキュラム改革
森山　賢一 （玉川大学教師教育リサーチセンター　リサーチフェロー）

【コーディネーター】
笠原　陽子（玉川大学教師教育リサーチセンター　客員教授）　

10月17日（火）23時59分
申込締切 お申し込みは

こちら ▼

オンライン
配信
参加費無料

事前申し込み制

資料１－２－７



「令和の日本型学校教育」の構築において「大臣指針」より、教師に
求められる資質能力として５つの柱が示された。その中でも「特別な
配慮や支援を必要とする子供への対応」は、これからの時代において
全ての教師に共通的に求められる必須能力であるとして教職課程に
も必須単位化された。特別支援教育へのニーズが一層高まる中、平成
３０年度には高校における通級指導制度も新たに始まった。発達
障害の有無を超え、思春期の高校生たちの抱えている問題や学校に
おける支援の在り方について考える機会としたい。

これからの学校現場で教師に求められるもの～高校（または高等部）における特別支援教育の視点から～

言葉の当たり前を大切にした英語の授業づくりについて考える
英語教育を取り巻く環境が日々刻々と変わる中、今一度原点に
立ち返り、言葉の持つ意味を大切にした授業づくりを小学校、
中学校の実践をもとに参加者と一緒に考えていきます。

「教育愛にあふれ社会の中で学び続ける教員」－教師のウェルビーイングをめざして－
教員の人材育成

本年8月末に、教員の働き方をめぐり中教審の特別部会でまとめら
れた緊急提言の中で「教員を取り巻く環境は国の未来を左右しかね
ない危機的な状況」と表現されるなど、マイナスなイメージが広がり
つつある教育現場であるが、本来「学校」は子どもたちの溢れる笑顔
から常にエネルギーを得られる充実の職場であり、多くの教員は使
命感を持って日々の教育活動に励んでいる。
行政と学校が連携して教師のウェルビーイングを支える相模原市
の取組を通して、若手教師が希望をもって教育活動に取り組むこと
のできる環境づくりをめざした人材育成の在り方を考える。

ゲストスピーカー

奥津　光郎 氏 （相模原市教育委員会　教育センター所長）
仲村　康太郎 氏（相模原市教育委員会　教育センター指導主事）
相馬　圭 氏（相模原市立桂北小学校　校長）
渡辺　晴樹 氏（相模原市立旭中学校　教諭）

コーディネーター 今井　勉（玉川大学教職大学院教授）

分科会テーマ

英語教育部会

国語科教育：文学の教材研究と〈問い〉を中核とした学習デザイン
―『小学校国語科　物語の教材研究大全』全3巻の刊行を受けて―
『小学校国語科　物語の教材研究大全』1・2年　3・4年　5・6年
全3巻（明治図書2023年8月　松本修監修）が刊行された。全体
の執筆陣の三分の一以上が玉川国語教育研究会のメンバーであ
る。編者・執筆者として加わった3名をゲストスピーカーとして、編集
の意図、実際上の工夫、執筆した内容について語ってもらい、活発
な討議を展開する。

ゲストスピーカー・担当教員

西田　太郎 氏（兵庫教育大学准教授）編者・執筆者（3・4年教材研究の目）
鈴木　真樹 氏（相模原市立九沢小学校指導教諭）編者・執筆者（5・6年教材研究の目・「白いぼうし」）　　
橋本　祐樹 氏（世田谷区立等々力小学校主任教諭）執筆者（「きつねの窓」）
松本　修（玉川大学教職大学院教授）

特別支援教育：特別な配慮を必要とする生徒への対応

ゲストスピーカー・担当教員

森田　常次 氏 （東京都立多摩科学技術高等学校長）　 
春木　美紀 氏 （埼玉県立入間わかくさ高等特別支援学校　教諭）
大沼　健司 氏 （社会福祉法人　創隣会　職員）

・みらいとサテライトセンター（困窮者支援とひきこもりの方の支援）
・ひとつぶのたね（相談支援事業所）

コーディネーター 成川　敦子（玉川大学教職大学院准教授）

ゲストスピーカー・担当教員

水　慶太 氏（三重大学教育学部附属中学校）　 
藤井　翔一朗 氏（横浜市立東本郷小学校）
山本　丁友 氏（横浜市立本牧中学校）

コーディネーター 西村　秀之（玉川大学教職大学院准教授）

講演者プロフィール

文部科学省総合教育政策局教
育人材政策課長。
平成12年4月文部省入省、初等
中等教育局、高等教育局、ス
ポーツ庁等で勤務。その間、宮城
県教育委員会、内閣官房教育再
生実行会議担当室へ出向。その
後、令和元年9月高等教育局国
立大学法人支援課企画官、令和
3年8月初等中等教育局企画官、
令和4年8月文部科学広報官等
を経て、令和5年2月より現職。

後藤　教至

東京都教職員研修センター研
修部長。
東京都公立小学校教諭、東京
学芸大学附属大泉小学校教
諭、東京都公立小学校校長、東
京都板橋区教育委員会事務局
指導室長、東京都教育庁指導部
指導企画課長等を経て令和５
年度より現職。公認心理師、学
校心理士、特別支援教育士、臨
床発達心理士。

栗原　健

校地内に神奈川県立秦野支
援学校末広校舎がある神奈川
県秦野市立末広小学校校長。
秦野市立小学校で教諭として
勤務の後、秦野市教育研究所指
導課指導主事、秦野市立小学
校教頭を務め、平成31年度より
現職。令和4・5年秦野市小学校
校長会長。

吉田　正也

玉川大学教育学研究科教授、
教師教育リサーチセンターリ
サーチフェロー。専門は教育内
容・方法学、教師教育学。特に教
育の理論と実践との結合を目
指すことによって、教育実践に
関する研究水準の向上に取り
組む。町田市教育委員、第9期
～第12期中央教育審議会初等
中等教育分科会教員養成部会
委員、教育実践学会会長、日本
感性教育学会会長等を務める。

森山　賢一

玉川大学教師教育リサーチセ
ンター客員教授。
独立行政法人教職員支援機構 
玉川大学センター 担当。
玉川大学大学院教育学研究科
教職大学院教授、神奈川県内
の小中学校教諭、中学校長を務
め、神奈川県教育委員会子ども
教育支援課長、支援部長、教育
参事監、教育監、顧問を歴任。現
在、神奈川県教育委員会教育委
員を務める。

笠原　陽子

対面＋オンライン形式

対面＋オンライン形式

オンライン形式

オンライン形式



令和 6 年 1 月 23 日 

教職員各位 

教師教育リサーチセンター長 

高橋 正彦 

「令和 5 年度 教職課程 FD・SD 研修会」 開催のご案内（案） 

 平素より、教師教育リサーチセンターの運営につきまして、ご支援ご協力を賜り感謝申し上げま

す。  

さて、文部科学省中央教育審議会より『「令和の日本型学校教育」を担う教師の養成・採用・研修

等の在り方について～「新たな教師の学びの姿」の実現と、多様な専門性を有する質の高い教職員

集団の形成～（答申）』（令和 4年 12月 19日）の答申が示されました。この答申により、「令和の日

本型学校教育」の構築に向けた子供の学びの姿、さらに子供を育てる教師の学びの姿が示されたわ

けです。養成、採用、免許、研修の具体的な方向性が明確になり、学校現場、教育委員会、養成大

学等が連携して対応することが必要となっております。 

今年度の研修は、上記答申の内容より “教員養成における理論と実践の往還の中心としての教育

実習”について具体的に解説し、養成大学としてより質の高い教員養成を目指した今後の取り組み

について理解を深める機会として企画いたしました。 

 年度末のご多用の時期とは存じますが、教員養成にかかわる多くの教職員の方々のご参加をお待

ちしております。 

【日  時】  令和 6 年 3 月 5 日（火）10：00～11：30 

【場  所】  オンライン配信(Zoom) 

【テ ー マ】  教員養成における理論と実践の往還の中心としての教育実習 

【講  師】  大学院教育学研究科教授・教師教育リサーチセンターリサーチフェロー 

森山 賢一 先生 

【対  象】 大学教員、事務職員 

以上 

【申込みフォーム】 

出席を希望される方は、下記 URLより事前申し込みをお願いいたします。 

［１月下旬 URL をご案内予定］ 

準備の都合上 2 月 29 日(木)17 時までにお申し込みください。 

【問い合わせ先】 教師教育リサーチセンター 教員研修室 

 担当:森・鈴木 

t-kenshu@tamagawa.ac.jp
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1

令和5年度
教職課程受講ガイダンス

教師教育リサーチセンター

1

教員になるには

2

教員免許状を取得する

※教職課程を受講し、免許状取得に必要な単位を

修得する。

→併せて教員になるための力量を身につける

教員採用試験に合格する

※教職課程の受講者対象の対策講座等に出席し、

試験合格の対策を行う。

教員になるにあたって必要な条件

3

玉川大学が目指す教師像①

玉川大学が目指す教師像＝玉川教師訓

▶ 「教職課程受講ガイド」ｐ4参照 4

玉川教師訓を実践できる教師の育成を本学は目
指します。そのために必要な次の4つの力量を備え
た教師を養成します。

①確かな学力と健やかな体を育てる「学習指導力」

②豊かな心を育て自己実現を図る「幼児・児童・

生徒指導力」

③ともに高めあうクラスをつくる「学級経営力」

④新たな学校づくりを推進する「協働力」

玉川大学が目指す教師像②

▶「教職課程受講ガイド」ｐ4参照 5

教職課程受講支援プログラム①

玉川大学では教職課程受講支援プログラム

（次ページ）を設定しています。

4年間での長期間において、免許状に必要な単
位数を修得し、採用試験の対策しつつ、4つの力
量をしっかり身につけられるよう設定しています。

6
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2

教職課程受講支援プログラム②

▶「教職課程受講ガイド」ｐ18・19参照 7

教師教育リサーチセンターについて

8

教師教育リサーチセンターについて

• 教員・保育士を目指す皆さんの総合窓口

• 経塚オフィス棟１階

• 教育・保育実習、介護等体験、学校体験活動
（教育インターンシップ・教育ボランティア）、
教員免許状の申請、教員就職支援等

• 教職サポートルーム（所属される先生方の研
究室と自主学修のための支援室）

9

＜問い合わせメールアドレス＞

kyoshoku@tamagawa.ac.jp

モニター

★自主学修室

経塚オフィス棟内１階レイアウト

カウンター

入試広報部

ブース
①

ブース
②

ブース
③

ブース
④

ブース
⑤

ブース
Ｄ

ブース
Ｃ

ブース
Ｂ

ブース
Ａ

入口

★教師教育リサーチセンター
教職課程支援室 （通学・通信）
教員研修室

◆通学課程 <教職課程支援室>

* 教育実習 * 介護等体験
* 学校体験活動 * 免許・資格
* 教員・保育士就職（教職講座・教員就職ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ運営）

◆通信教育課程 <教職課程支援室>

* 教育実習 * 介護等体験 等

◆教員研修室
* 現役教員対象の研修 等

教員・保育士を目指す学生のための
自主学修室

・ 教職ｻﾎﾟｰﾄﾙｰﾑ教員等との面談
・ キャリア個別相談
・ 求人票、参考書、教科書・指導書等資料の活用
・ 自主学修、模擬授業の取組み、ｸﾞﾙｰﾌﾟ協議等

カウンター

10

教師教育リサーチセンター担当窓口

カ ウ ン タ ー

教員就職・講座
担当エリア

実習・介護・
学校体験活動
担当エリア

入口

正面
モニター

教
職
サ
ポ
ー
ト
ル
ー
ムブース

①
ブース
②

ブース
③

ブース
④

ブース
⑤

11

教師教育リサーチセンターからの
連絡について

12



3

教師教育リサーチセンターからの連絡について

基本的にUNITAMAの掲示で行います

教職・資格情報

※見逃して欠席にならないようにしっかり確認を怠らないようにしてください。

※大学より付与しているメールアドレスや電話にて連絡することもあります。

13

取得可能な免許状について

14

取得できる免許状について❶

学部・学科により取得できる免許状が異なり
ます。

▶ 「教職課程受講ガイド」ｐ5参照

15

取得できる免許状について❷

複数の免許状を取得することが可能になります。

複数免許状の場合、ピーク免・サブ免を設定します。

基本的には教育実習に行く回数によっての設定となります。

▶ 複数免許の組み合わせについては「教職課程受講ガイド」ｐ55参照

複
数
免
許
の
場
合

教育学部
教育学科

16

ピーク免 サブ免 ダブル免許プログラム

小学校1種のみ

幼稚園1種のみ

幼稚園・小学校1種

中学校・高等学校1種のみ

小学校1種
中学校2種
（保健体育・社会）

中学校2種（英語・国語・数学・
理科・音楽・美術）
高等学校1種（情報）

中学校・高等学校1種 小学校2種

取得できる免許状について❸

複数の免許状を取得する場合にはそれぞれの免許状
において必要な科目が異なることがあるため、履修に
気をつける必要があります。

免許状取得するために、免許状必要単位数を修得する
以外にも教職課程受講条件や教育実習受講条件があ
ります。条件を充足できるよう学修を進めてください。

※学部の履修ガイダンスや教職・教務担当に確認しながら進めてください。

▶ 「教職課程受講ガイド」ｐ55参照

教育学部
教育学科

17

ダブル免許プログラムについて❶

文・農・工・芸術学部で認定されている中学校２種免許（英
語・国語・数学・理科・音楽・美術・技術）および高等学校１
種免許（情報）の取得が可能（申請手続きが必要）です。

ただし、取得にあたっては基準を満たす必要があり、かつ
人数制限があります（５名程度）。

受講を希望する学生は、6月22日（木）17：15より

「ダブル免許プログラム受講ガイダンス」を開催予定です。

詳細はUNITAMA掲示（予定）で案内します。

※ダブル免許プログラムに関する質問は、本ガイダンスで回答します。

教育学部
教育学科

▶ 「教職課程受講ガイド」ｐ14・55・84～87、90～101参照 18
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ダブル免許プログラムについて❷

中学校・高等学校1種免許だけでなく小学校2種免許の取得
が可能（申請手続きが必要）です。

受講を希望する学生は、5月25日（木）17：15より

「ダブル免許プログラム受講ガイダンス」を開催予定です。

詳細はUNITAMA掲示（予定）で案内します。

文・農・工・
芸術学部

▶ 「教職課程受講ガイド」ｐ14・80～83、88～89、98～99参照 19

教職履修カルテについて

20

教職履修カルテとは

本学が目指す教師像（＝玉川教師訓）を踏まえ、
教員免許状を取得するために履修した科目
全て（Ｆ評価の科目含む）に対して、

★どのような成果を得ることができたのか

★今後、何をやらなければいけないと感じたのか

を本学が目指す教師像の視点から振り返り、
まとめたものが教職履修カルテです。

21

教職履修カルテの対象

1. 希望する教員免許状を修得するために

必要な科目すべて
※ 具体的な科目名は希望する免許状ごとに異なるので、

各自教職課程受講ガイドを参照して確認をすること。

学校体験活動（教育ボランティア・教育インターシップ等）

２. 学校体験活動（教育ボランティア・インターン
シップ）の教育現場や地域での社会的活動

４. 年度の振り返り

３. 教育実習の振り返り

22

教職履修カルテの入力

【入力システム】 UNITAMA「教職カルテ」

【入力時期】 各セメスター終了時

4年生の秋学期に履修する「教職実践演習」 は最後
の総まとめ的な授業となります。その際に必要となりま
すのでセメスター毎にしっかり作成をしてください。

 入力方法等については改めてUNITAMA掲示にて
指示しますので確認の上、対応してください。

23

教職課程を受講するにあたっての
注意事項

24
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注意事項❶

 教職課程受講登録をする≠教職以外に進めない

• 進路選択の１つ

• １年次でやめても問題ありません

※ 先生を目指すなら早い方が良いです

25

注意事項❷

教職課程受講登録をする≠4年間教職課程の受講許可

４年生まで教職課程を続けるには、学部・学科毎に定め
られた条件を充足する必要があります。

※教職課程の受講にあたっては学部・学科毎に条件等

が異なるので、「教職課程受講ガイド」をよく読んで

内容を確認してください。

26

注意事項❸

教職課程の受講にあたって諸々の事項(教職受講条件・
免許状取得に必要な科目・教育実習に行くための条件・Ｗ免許

プログラムに関すること、教職課程履修規則など）については、
「教職課程受講ガイド」をよく読んで内容を確認してくだ
さい。

※不明な点があれば、わからないままにせず、相談してください。

<問い合わせ先>
■教職に関する件 教師教育リサーチセンター

■履修に関する件 学部学科の教務担当または学級担任

27

今後の手続きについて

28

教職課程受講登録について

 UNITAMAのアンケートにより必要事項を回答してください。

アンケートはUNITAMAの上部メニューの「アンケート」から

回答ができます。

「アンケート回答一覧」より【令和5年度 教職課程受講登録

について（●●学部対象）（教師教育リサーチセンター）】を

選択し、回答してください。

回答完了をもって教職課程受講者として登録します。

 アンケート回答期限：

4月4日（火）10：00～4月13日（木）23：59まで（時間厳守）

 アンケート回答期限までに未回答の場合には教職課程の

受講をしないとみなしますので注意してください。 29

教職課程受講料について❶

金額 １５，７００円（1年次分）

※UNITAMAのアンケートにて必要事項を回答した方の

保証人宛に納付書を送付（5月上旬に発送予定）します。

※期日までに納入しなかった場合には、教職課程履修規則の

第6項②により受講中止となりますので注意してください。

※一旦納入された受講料は基本的には返金しません。

30▶ 「教職課程受講ガイド」ｐ104-105参照
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教職課程受講料について❷

※文・農・工・芸術・教育学部でダブル免の履修をする
場合、追加の費用が必要です。

詳細は「ダブル免許プログラム受講ガイダンス」

にて案内します

31

ガイダンス資料で質問がある場合には、登録手続きを行う

ためのアンケートの最後に質問項目がありますので、

そこに記入してください。

後日、Q&Aを作成し、UNITAMAにて掲示を行います。

ガイダンス内容についての質問

32

最後に

33

玉川大学教師教育リサーチセンター

【通学課程】

電話番号：042-739-8806

メール：kyoshoku@tamagawa.ac.jp

【教員・保育士就職】

電話番号：042-739-8161

メール：t-shushoku@tamagawa.ac.jp

※電話番号・メールアドレスを登録するようにしてください

最後に –公式SNS-

34

【教師教育リサーチセンターInstagram】

教師教育リサーチセンターや教職サポート
ルームの紹介、本学の教職課程の取り組み
について公式ＳＮＳ（Instagram）にて情報を
発信しています。
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お問い合せ先︓
⽟川⼤学教師教育リサーチセンター 「⽟川⼤学教師・保育者の集い」担当 E-MAIL:tamakyoshi@tamagawa.ac.jp

教師の絆、世代を超えて交流しませんか？

情報交換会

「子どもの変化を捉える」
基調講演

≪講師≫ 教育学部 教授

高島 二郎 氏

2023年6⽉11⽇(⽇)   10︓00〜12︓00

申込:本学ホームページまたはQRコード

場所:経塚オフィス棟 (先着40名まで対面可能)
オンライン(zoom)

参加可能

教師教育リサーチセンター 主催

第5回 教師・保育者の集い
資料２－２－３



玉川大学教師教育リサーチセンター「玉川大学教師・保育者の集い」担当　E-MAIL：tamakyoshi@tamagawa.ac.jp

11/11土 10：30～12：30

コスモス祭
初日

2023年

教育学部乳幼児発達学科

朝日公哉 先生

教師の絆・玉川の絆
世代を超えて交流しませんか？

講　演

情報交流会

講師

お問い合せ先

教師教育リサーチセンター主催

第6回

教師・保育者の集い

全国に 1 万人いるといわれている

玉川大学卒業の教師・保育者。

教育・保育現場で活躍されている

皆さんで交流しませんか？

申込方法
本学ホームページ
または QR コード
よりお申込みくだ
さい。

「子どもがまん中の音楽教育」　
～ウクレレやピアノで歌いましょう～

KEYAKI 2階場所

※事前申込制
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